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(57)【要約】
【課題】入出力特性及びサイクル特性に優れた非水電解
質電池を実現することができる電池用活物質を提供する
こと。
【解決手段】１つの実施形態によると電池用活物質が提
供される。この電池用活物質は、単斜晶型ニオブチタン
複合酸化物の活物質粒子を含む。単斜晶型ニオブチタン
複合酸化物は、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択され
る少なくとも１種の元素を含む。単斜晶型ニオブチタン
複合酸化物におけるＭｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択
される少なくとも１種の元素の含有量は、０．０１ａｔ
ｍ％以上２ａｔｍ％以下の範囲内にある。活物質粒子は
、一次粒子のアスペクト比が１以上４未満の範囲内にあ
る。活物質粒子の結晶子サイズは５ｎｍ以上９０ｎｍ以
下の範囲内にある。
【選択図】　　　図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素を含む単斜晶型ニオブ
チタン複合酸化物の活物質粒子を含み、
　前記単斜晶型ニオブチタン複合酸化物における前記少なくとも１種の元素の含有量は、
０．０１ａｔｍ％以上２ａｔｍ％以下の範囲内にあり、
　前記活物質粒子は、一次粒子のアスペクト比が１以上４未満の範囲内にあり、結晶子サ
イズが５ｎｍ以上９０ｎｍ以下の範囲内にある電池用活物質。
【請求項２】
　前記単斜晶型ニオブチタン複合酸化物は、一般式：Ｔｉ1-a-cＭ1aＭ3cＮｂ2-b-dＭ2bＭ
4dＯ7で表され、前記一般式において、０≦ａ＜１、０≦ｂ＜１、０＜ｃ＋ｄ＜１であり
、前記元素Ｍ1及びＭ2は、Ｎｂ、Ｔａ、Ｆｅ、Ｔｉ、Ｂｉ、Ｓｂ、Ａｓ、Ｐ、Ｃｒ、Ｂ、
Ｎａ、Ｍｇ、Ａｌ及びＳｉからなる群より選ばれる少なくとも１種であり、前記元素Ｍ1
及びＭ2は、同じであっても良いし、互いに異なっていても良く、前記元素Ｍ3及び元素Ｍ
4は、Ｖ、Ｍｏ及びＷから選ばれる少なくとも１種であり、前記元素Ｍ3及びＭ4は、同じ
であっても良いし、互いに異なっていても良い請求項１に記載の電池用活物質。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の電池用活物質を含む負極と、
　正極と、
　非水電解質と
を具備する非水電解質電池。
【請求項４】
　請求項３に記載の非水電解質電池を含む電池パック。
【請求項５】
　複数の前記非水電解質電池を具備し、前記複数の非水電解質電池が電気的に直列及び／
又は並列に接続されている請求項４に記載の電池パック。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、電池用活物質、非水電解質電池及び電池パックに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、高エネルギー密度電池として、リチウムイオン二次電池のような非水電解質電池
が開発されている。非水電解質電池は、ハイブリッド自動車や電気自動車といった車両用
電源、大型蓄電用電源として期待されている。特に車両用用途に対しては、非水電解質電
池は、急速充放電性能、長期信頼性のような他の特性を有することも要求されている。急
速充放電が可能な非水電解質電池は、充電時間が大幅に短いという利点を有する。また、
急速充放電が可能な非水電解質電池は、ハイブリッド自動車において動力性能を向上させ
ることができ、さらに、動力の回生エネルギーを効率的に回収することができる。
【０００３】
　急速充放電は、電子及びリチウムイオンが正極と負極との間を速やかに移動することに
よって可能となる。カーボン系負極を用いた電池は、急速充放電を繰り返すことにより電
極上に金属リチウムのデンドライトが析出することがあった。デンドライドは内部短絡を
生じさせ、その結果として発熱や発火のおそれがある。
【０００４】
　そこで、炭素質物の代わりに金属複合酸化物を負極活物質として用いた電池が開発され
た。特に、チタン酸化物を負極活物質として用いた電池は、安定的な急速充放電が可能で
あり、カーボン系負極に比べて寿命も長いという特性を有する。
【０００５】
　しかしながら、チタン酸化物は炭素質物に比べて金属リチウムに対する電位が高い（貴
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である）。その上、チタン酸化物は、重量あたりの容量が低い。このため、チタン酸化物
を用いた電池は、エネルギー密度が低いという問題がある。
【０００６】
　例えば、チタン酸化物の電極電位は、金属リチウム基準で約１．５Ｖであり、カーボン
系負極の電位に比べて高い（貴である）。チタン酸化物の電位は、リチウムを電気化学的
に挿入脱離する際のＴｉ3+とＴｉ4+の間での酸化還元反応に起因するものであるため、電
気学的に制約されている。また、１．５Ｖ程度の高い電極電位においてリチウムイオンの
急速充放電が安定的に行えるという事実もある。従って、エネルギー密度を向上させるた
めに電極電位を低下させることは実質的に困難である。
【０００７】
　一方、単位重量当たりの容量については、Ｌｉ4Ｔｉ5Ｏ12のようなリチウムチタン複合
酸化物の理論容量は１７５ｍＡｈ／ｇ程度である。一方、一般的な黒鉛系電極材料の理論
容量は３７２ｍＡｈ／ｇである。従って、チタン酸化物の容量密度はカーボン系負極のも
のと比較して著しく低い。これは、チタン酸化物の結晶構造中に、リチウムを吸蔵するサ
イトが少ないことや、構造中でリチウムが安定化し易いため、実質的な容量が低下するこ
とによるものである。
【０００８】
　以上に鑑みて、ＴｉとＮｂとを含む新たな電極材料が検討されている。特にＴｉＮｂ2

Ｏ7で表される単斜晶系Ｎｂ－Ｔｉ系複合酸化物は、Ｌｉ挿入時にＴｉが四価から三価、
Ｎｂが五価から三価へと電荷補償する。その結果、ＴｉＮｂ2Ｏ7で表される単斜晶系Ｎｂ
－Ｔｉ系複合酸化物は、理論容量が３８７ｍＡｈ／ｇと高容量となるため、注目されてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２０１４－２０９４４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　入出力特性及びサイクル特性に優れた非水電解質電池を実現することができる電池用活
物質、この電池用活物質を含んだ非水電解質電池、及びこの非水電解質電池を具備した電
池パックを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　第１の実施形態によると、電池用活物質が提供される。この電池用活物質は、単斜晶型
ニオブチタン複合酸化物の活物質粒子を含む。単斜晶型ニオブチタン複合酸化物は、Ｍｏ
、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素を含む。単斜晶型ニオブチタ
ン複合酸化物におけるＭｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素の
含有量は、０．０１ａｔｍ％以上２ａｔｍ％以下の範囲内にある。活物質粒子は、一次粒
子のアスペクト比が１以上４未満の範囲内にある。活物質粒子の結晶子サイズは５ｎｍ以
上９０ｎｍ以下の範囲内にある。
【００１２】
　第２の実施形態によると、非水電解質電池が提供される。この非水電解質電池は、負極
と、正極と、非水電解質とを具備する。負極は、第１の実施形態に係る電池用活物質を含
む。
【００１３】
　第３の実施形態によると、第２の実施形態に係る非水電解質電池を具備する電池パック
が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
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【図１】単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7の結晶構造を示す模式図。
【図２】図１の結晶構造を他の方向から見た模式図。
【図３】第２の実施形態に係る一例の扁平型非水電解質電池の断面図。
【図４】図３のＡ部の拡大断面図。
【図５】第２の実施形態に係る他の扁平型非水電解質電池を模式的に示す部分切欠斜視図
。
【図６】図５のＢ部の拡大断面図。
【図７】第３の実施形態に係る一例の電池パックの分解斜視図。
【図８】図７の電池パックの電気回路を示すブロック図。
【図９】実施例１の活物質についての広角Ｘ線回折測定により得られたスペクトル。
【図１０】実施例１の活物質の代表的なＳＥＭ像。
【図１１】比較例１の活物質についての広角Ｘ線回折測定により得られたスペクトル。
【図１２】比較例１の活物質の代表的なＳＥＭ像。
【図１３】実施例１の試験用電池が含む電極群の概略斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下に、実施の形態について図面を参照しながら説明する。なお、実施の形態を通して
共通の構成には同一の符号を付すものとし、重複する説明は省略する。また、各図は実施
の形態の説明とその理解を促すための模式図であり、その形状や寸法、比などは実際の装
置と異なる個所があるが、これらは以下の説明と公知の技術とを参酌して、適宜設計変更
することができる。
【００１６】
　（第１の実施形態）
　第１の実施形態によると、電池用活物質が提供される。この電池用活物質は、単斜晶型
ニオブチタン複合酸化物の活物質粒子を含む。単斜晶型ニオブチタン複合酸化物は、Ｍｏ
、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素を含む。単斜晶型ニオブチタ
ン複合酸化物におけるＭｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素の
含有量は、０．０１ａｔｍ％以上２ａｔｍ％以下の範囲内にある。活物質粒子は、一次粒
子のアスペクト比が１以上４未満の範囲内にある。活物質粒子の結晶子サイズは５ｎｍ以
上９０ｎｍ以下の範囲内にある。
【００１７】
　ニオブチタン複合酸化物とは、Wadthley-Roth相と呼ばれる結晶構造を有するニオブ元
素とチタン元素とを含む複合酸化物である。この複合酸化物においては、Ｎｂ元素及びＴ
ｉ元素から構成される金属イオンと酸素イオンとが形成する八面体が、頂点を共有しなが
らブロックを形成する。また、ニオブチタン複合酸化物の結晶構造では、辺共有構造、又
はＮｂ元素及びＴｉ元素から構成される金属イオンと酸素イオンとが形成する四面体構造
が、上記ブロックの間に挟まれて連結し、それが一つの軸方向に積層している。
【００１８】
　ニオブチタン複合酸化物には、例えば、ＴｉＮｂ2Ｏ7、Ｔｉ2Ｎｂ10Ｏ29、ＴｉＮｂ14

Ｏ37、ＴｉＮｂ24Ｏ62など複数の相が存在する。ニオブチタン複合酸化物がこれらの相の
うちどの相を取るかは、複合酸化物におけるＮｂ／Ｔｉのモル比により選択される。
【００１９】
　より好ましくは、Ｎｂ／Ｔｉ＝２であるＴｉＮｂ2Ｏ7相が含まれる複合酸化物であると
よい。複合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7は、結晶構造が単斜晶系の空間群Ｃ２／ｍに帰属される。
この結晶構造では、Ｎｂ元素及びＴｉ元素から構成される金属イオンと酸素イオンとが形
成する八面体が、頂点を共有しながら、縦３個×横３個でブロックを形成する。また、こ
の結晶構造では、辺共有でブロックが連結した層が、ｂ軸方向に重なった構造をとる。複
合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7は、ニオブチタン複合酸化物の中でも最も空隙の広い構造をとるた
め、リチウムイオンを吸蔵可能な容量である活物質容量が最も高いという特徴を有する。
【００２０】
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　一方、Ｎｂ／Ｔｉ＝２以外で合成される複合酸化物は、ＴｉＮｂ2Ｏ7、Ｔｉ2Ｎｂ10Ｏ2

9、ＴｉＮｂ14Ｏ37、及びＴｉＮｂ24Ｏ62の何れか２つ以上の相を含む混相状態となる可
能性がある。ＴｉＮｂ2Ｏ7、Ｔｉ2Ｎｂ10Ｏ29、ＴｉＮｂ14Ｏ37、及びＴｉＮｂ24Ｏ62の
相は、ＴｉＮｂ2Ｏ7の相と比較して、容量が小さい一方でレート特性が大きいという特徴
がある。このため、これらの混相を含むニオブチタン複合酸化物は、向上したレート特性
を実現することができる。１≦Ｎｂ／Ｔｉ≦２である複合酸化物は、例えばルチル型Ｔｉ
Ｏ2とＴｉＮｂ2Ｏ7との混相として得ることができる。ルチル型ＴｉＯ2相がＬｉを吸蔵す
ると、吸蔵したＬｉの一部は例えば活物質が完全放電状態になってもルチル型ＴｉＯ2相
に残留することができる。この残留したＬｉは、ルチル型ＴｉＯ2相、ひいては活物質全
体の電気伝導性を高めることができる。よって、ルチル型ＴｉＯ2とＴｉＮｂ2Ｏ7との混
相を含む活物質は、優れたレート特性を示すことができる非水電解質電池を実現すること
ができる。
【００２１】
　Ｔｉ／Ｎｂの比は電池の設計及び用途に合わせて決定されるが、活物質容量を犠牲にし
ないという観点から、Ｔｉ／Ｎｂの比は、１．５≦Ｎｂ／Ｔｉ＜５であることが好ましい
。
【００２２】
　次に、単斜晶型ニオブチタン複合酸化物の一例であるＴｉＮｂ2Ｏ7を、図面を参照しな
がらより詳細に説明する。
【００２３】
　図１は、単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7の結晶構造を示す模式図である。図２は、図１の結晶構
造を他の方向から見た模式図である。
【００２４】
　図１に示すように、単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7の結晶構造では、金属イオン１０１と酸化物
イオン１０２とが骨格構造部分１０３を構成している。なお、金属イオン１０１には、Ｎ
ｂイオンとＴｉイオンとがＮｂ：Ｔｉ＝２：１の比でランダムに配置されている。この骨
格構造部分１０３が三次元的に交互に配置されることで、図１に示すように、骨格構造部
分１０３同士の間に空隙部分１０４が存在する。この空隙部分１０４が、リチウムイオン
のホストとなる。この空隙部分１０４は、図１に示すように、結晶構造全体に対して大き
な部分を占めることができる。加えて、この空隙部分１０４は、リチウムイオンが挿入さ
れても安定的に構造を保つことができる。
【００２５】
　リチウムイオンがこの空隙部分１０４に挿入されると、骨格構造部分１０３を構成する
金属イオン１０１が３価に還元され、これによって結晶の電気的中性が保たれる。単斜晶
型ニオブチタン複合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7は、Ｔｉイオンが４価から３価へ還元されるだけ
でなく、Ｎｂイオンが５価から３価へと還元される。そのおかげで、単斜晶型複合酸化物
ＴｉＮｂ2Ｏ7は、４価カチオンであるＴｉイオンだけを含む化合物に比べて、活物質質量
あたりの還元価数が大きい。その結果、単斜晶型複合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7は、より多くの
リチウムイオンが挿入されても結晶の電気的中性を保つことが可能である。このようによ
り多くのリチウムイオンを挿入することが可能であるため、単斜晶型複合酸化物ＴｉＮｂ

2Ｏ7は、４価カチオンだけを含む酸化チタンのような化合物に比べて、エネルギー密度を
高めることができる。
【００２６】
　また、図１及び図２に示す結晶構造を有する単斜晶型複合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7は、リチ
ウムの拡散が速い２次元的なチャネルを有する複数の領域と、これらの領域を繋ぐリチウ
ム経路とを有する。具体的には、図１において、領域１０５及び領域１０６が、それぞれ
、［１００］方向と［０１０］方向とに２次元的なチャネルを有する部分である。それぞ
れ図２に示すように、単斜晶型複合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7の結晶構造には、［００１］方向
に空隙部分１０７が存在する。この空隙部分１０７は、リチウムイオンの導電に有利なト
ンネル構造を有しており、領域１０５と領域１０６とを繋ぐ［００１］方向のリチウム経
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路となる。このリチウム経路１０７が存在することによって、リチウムイオンは領域１０
５と領域１０６とを行き来することが可能となる。
【００２７】
　このように、単斜晶型複合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7の結晶構造では、リチウムイオンの等価
的な挿入空間が大きく且つ構造的に安定である。加えて、単斜晶型複合酸化物ＴｉＮｂ2

Ｏ7は、５価のカチオンを含まない化合物に比べて、エネルギー密度を高めることができ
る。更に、単斜晶型複合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7の結晶構造には、リチウムイオンの拡散が速
い２次元的なチャネルを有する領域１０５及び１０６とそれらを繋ぐ［００１］方向のリ
チウム経路１０７とが存在するので、上記単斜晶型複合酸化物は、挿入空間へのリチウム
イオンの挿入性及びこの挿入空間からのリチウムイオンの脱離性を向上させることができ
ると共に、リチウムイオンの挿入及び脱離に寄与する空間を実効的に増加させることがで
きる。これらの結果、単斜晶型複合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7は、高い容量を提供することが可
能である。具体的には、単斜晶型複合酸化物ＴｉＮｂ2Ｏ7の理論容量は３８７ｍＡｈ／ｇ
程度であり、これはスピネル構造を有するチタン酸化物の２倍以上の値である。
【００２８】
　そして、単斜晶型ニオブチタン複合酸化物は、組成が異なっても、図１及び図２に示す
結晶構造と類似した構造を有することができる。そのため、単斜晶型ニオブチタン複合酸
化物は、高い容量を提供することが可能である。
【００２９】
　また、単斜晶型ニオブチタン複合酸化物は、１．５Ｖ（対Ｌｉ／Ｌｉ+）程度のリチウ
ム吸蔵電位を有する。それ故、このような複合酸化物を活物質として用いることにより、
安定した繰り返し急速充放電が可能な電池を提供することが可能である。
【００３０】
　以上のことから、単斜晶型ニオブチタン複合酸化物を含む活物質を用いることにより、
優れた急速充放電性能と高いエネルギー密度を有する電池用活物質を提供することが可能
である。
【００３１】
　このような単斜晶型ニオブチタン複合酸化物を十分な結晶性を有する活物質として得る
ためには、１１００℃以上の高温で長時間にわたって焼成を行うことが必要であった。し
かしながら、このような長時間の高温焼成は、生産性が劣るという問題があった。
【００３２】
　この問題を解決するために、焼成に供する前駆体に、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選
択される少なくとも１種の元素を含む化合物を焼結助剤として含ませるという方策がある
。　
　一般に、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素を含む化合物
は、低融点であることが知られている。このような低融点の化合物を原料に含めて焼成す
ると、その化合物が焼成の際に融点に達することで液相となる。この液相は、粒子間の密
着性を向上させることができる。その結果、このような化合物を焼結助剤として用いるこ
とにより、低い温度での焼成が可能となる。　
　また、ニオブチタン複合酸化物において、Ｍｏ、Ｖ、Ｗなどの元素は、Ｎｂ及び／又は
Ｔｉの元素の一部を置換することが可能である。このため、これらの元素は、ニオブチタ
ン複合酸化物中に、残留したこれらの元素を含んだ異相が生じることを防ぐことができる
。よって、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素を含むニオブ
チタン複合酸化物を含んだ活物質は、Ｌｉの吸蔵及び放出の際の体積膨張又は収縮に伴っ
て生じる応力によって活物質の割れが発生することを抑制することができる。したがって
、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素を含むニオブチタン複
合酸化物を含んだ活物質粒子を含んだ非水電解質電池は、安定に充放電をすることが可能
である。
【００３３】
　一方、従来の方法では、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元
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素を含む化合物を添加してこれを焼結助剤として機能させることにより、焼成温度を低め
ることが出来たものの、得られた活物質のレート特性及びサイクル特性は、このような焼
結助剤を用いずに得られた活物質のそれらよりも低下する傾向があるという課題があった
。
【００３４】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、この事象が以下に説明するものに起因することを見
出した。
【００３５】
　まず、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素を含む化合物を
焼結助剤として添加して焼成を長時間実施すると、ニオブチタン複合酸化物において、結
晶成長が一単軸方向へ進行してしまう。このように結晶が異方成長したニオブチタン複合
酸化物には、鱗片状又は針状の粗大な結晶が含まれるようになる。その結果、このように
して得られたニオブチタン複合酸化物は、長軸／短軸比、すなわちアスペクト比が大きい
複合酸化物粒子となってしまう。特に、このような一軸成長は、Ｌｉの拡散に最も有意な
［０１０］方向で起こり易い。このため、複合酸化物粒子における一軸成長に伴うアスペ
クト比の増加は、Ｌｉ固体内拡散距離の増加に直結する。
【００３６】
　一方、ニオブチタン複合酸化物は、Ｌｉの吸蔵量が増加するに従い、固体内におけるＬ
ｉイオンの拡散速度が低下する。このため、先に説明したように一軸成長により固体内拡
散距離が増加したニオブチタン複合酸化物を電極に組み込んで作製した非水電解質電池に
おいては、充電時に過電圧が発生し、電極への電気化学的な負荷が大きくなる。更に、固
体内拡散距離が長いと、Ｌｉの吸蔵量及び放出量の低下に繋がる。そのため、固体内拡散
距離が長いニオブチタン複合酸化物を電極に組み込んで作製した非水電解質電池は、乏し
いレート特性を示す。さらに、固体内拡散距離が長いニオブチタン複合酸化物を電極に組
み込んで作製した非水電解質電池は、負極への過電圧が増加することで、還元側での副反
応を増長させ、サイクル特性が低下する。
【００３７】
　以上の知見をもとに、本発明者らは鋭意研究をし、第１の実施形態に係る電池用活物質
を実現した。
【００３８】
　具体的には、第１の実施形態に係る電池用活物質が含む活物質粒子に関して、活物質粒
子の一次粒子のアスペクト比は、１以上４未満の範囲内にある。また、活物質粒子の結晶
子サイズは５ｎｍ以上９０ｎｍ以下の範囲内にある。
【００３９】
　活物質粒子の一次粒子のアスペクト比及び活物質粒子の結晶子が上記範囲内にあるニオ
ブチタン複合酸化物の活物質粒子は、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくと
も１種の元素を含んでいるが、結晶成長の際の活物質粒子内のＬｉ固体内拡散距離の増加
が抑えられている。また、このような活物質粒子を含む電池用活物質は、非水電解質電池
に組み込んで使用した際、充電時の過電圧の発生や還元側での副反応を抑えることができ
る。これらの結果、第１の実施形態に係る電池用活物質は、入出力特性及びサイクル特性
に優れた非水電解質電池を実現することができる。
【００４０】
　一方、一次粒子のアスペクト比が４以上である活物質粒子は、Ｌｉ固体内拡散距離が長
過ぎる。そのため、このようなニオブチタン複合酸化物の活物質粒子を含んだ電池用活物
質を組み込んだ非水電解質電池は、先に説明したように、過電圧の発生、Ｌｉの吸蔵量及
び放出量の低下、及び還元側での副反応の増長などにより、レート特性及びサイクルが低
下する。なお、アスペクト比は、長軸／短軸比であり、長軸が短軸より短くなることがな
いため、１未満の値を取ることはない。アスペクト比の好ましい範囲は、１以上３以下で
ある。
【００４１】
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　また、活物質粒子の結晶子サイズが５ｎｍ未満である活物質粒子は、結晶子サイズが小
さ過ぎる。このような活物質粒子では、活物質界面の影響により、Ｌｉ挿入サイトが不安
定となる。その結果、Ｌｉの吸蔵及び放出の際の結晶構造が安定せず、また副反応の増大
に伴いサイクル特性が低下する。一方、結晶子サイズが９０ｎｍ以上である活物質粒子は
、Ｌｉ固体内拡散距離が長過ぎる。そのため、このようなニオブチタン複合酸化物の活物
質粒子を含んだ電池用活物質を組み込んだ非水電解質電池は、先に説明したように、過電
圧の発生、Ｌｉの吸蔵量及び放出量の低下、及び還元側での副反応の増長などにより、レ
ート特性及びサイクルが低下する。結晶子サイズの好ましい範囲は、１０ｎｍ以上７０ｎ
ｍ以下である。
【００４２】
　第１の実施形態に係る電池用活物質では、単斜晶型ニオブチタン複合酸化物におけるＭ
ｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素の含有量は、０．０１ａｔ
ｍ％以上２ａｔｍ％以下である。単斜晶型ニオブチタン複合酸化物におけるＭｏ、Ｖ及び
Ｗからなる群より選択される少なくとも１種の元素の含有量が０．０１ａｔｍ％未満であ
るである電池用活物質は、焼成の際に焼結助剤として働くこれらの元素の添加量が少なか
ったことを意味する。そのため、このような電池用活物質は、高温で長時間の焼成に供さ
ないと、ニオブチタン複合酸化物の結晶の緻密化が十分に進行せず、十分な結晶性を有す
る相を有する得ることができないことから、十分な容量を発揮することが困難である。ま
た、上記元素の含有量が２ａｔｍ％よりも大きい場合、これらの元素の含有量がニオブチ
タン複合酸化物中へのこれらの元素の固溶限界量を超えることから、異相が活物質粒子中
に多く残留する状態となる。このように異相を含む活物質粒子を含んだ電池用活物質は、
Ｌｉの吸蔵及び放出の際の体積膨張及び収縮に伴う応力によって活物質の割れが生じるお
それがあり、サイクル特性が低下する。
【００４３】
　単斜晶型ニオブチタン複合酸化物におけるＭｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少
なくとも１種の元素の含有量は、０．０１ａｔｍ％以上０．３ａｔｍ％以下であることが
好ましい。
【００４４】
　また、第１の実施形態に係る電池用活物質材料に含まれる単斜晶型ニオブチタン複合酸
化物は、Ｏ元素（酸素元素、以下同様）、Ｔｉ元素、Ｎｂ元素、並びにＭｏ、Ｖ及びＷか
らなる群より選択される少なくとも１種の元素以外の更なる元素を含むこともできる。更
なる元素としては、例えば、Ｔａ、Ｆｅ、Ｂｉ、Ｓｂ、Ａｓ、Ｐ、Ｃｒ、Ｂ、Ｎａ、Ｍｇ
、Ａｌ及びＳｉを挙げることができる。これらの更なる元素は、化合物ＴｉＮｂ2Ｏ7のＴ
ｉ元素の一部及び／又はＮｂ元素の一部と置換することにより、特性を向上出来ると期待
出来る。
【００４５】
　そのため、第１の実施形態に係る電池用活物質材料に含まれるニオブチタン複合酸化物
は、一般式Ｔｉ1-a-cＭ1aＭ3cＮｂ2-b-dＭ2bＭ4dＯ7（０≦ａ＜１、０≦ｂ＜１、０＜ｃ
＋ｄ＜１）で表すことができる。この一般式におけるＭ1及びＭ3は、組成式ＴｉＮｂ2Ｏ7

においてＴｉ元素の一部と置換した元素を意味する。第１の実施形態に係る電池用活物質
材料に含まれるニオブチタン複合酸化物の一般式におけるＭ2及びＭ4は、組成式ＴｉＮｂ

2Ｏ7においてＮｂ元素の一部と置換した元素を意味する。元素Ｍ1及び元素Ｍ2は、Ｎｂ、
Ｔａ、Ｆｅ、Ｔｉ、Ｂｉ、Ｓｂ、Ａｓ、Ｐ、Ｃｒ、Ｂ、Ｎａ、Ｍｇ、Ａｌ及びＳｉからな
る群より選ばれる少なくとも１種である。元素Ｍ1及び元素Ｍ2は、同じであっても良いし
、互いに異なっていても良い。元素Ｍ3及び元素Ｍ4は、Ｖ、Ｍｏ及びＷから選ばれる少な
くとも１種である。元素Ｍ3及びＭ4は、同じであっても良いし、互いに異なっていても良
い。
【００４６】
　第１の実施形態に係る電池用活物質材料に含まれるニオブチタン複合酸化物は、化合物
ＴｉＮｂ2Ｏ7におけるＴｉ元素を元素Ｍ1、または元素Ｍ３に一部置換する及び／又はＮ
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ｂ元素を元素Ｍ2、または元素Ｍ4に一部置換することでさらに電池特性を向上させること
ができることが期待できる。例えば、置換元素としてＶ、Ｔａ、Ｂｉ、Ｓｂ、Ａｓ、Ｐを
用いる場合、Ｎｂ元素及びＴｉ元素の一部を置換することができる。これらの元素は５価
であるため、Ｔｉ元素の一部を置換されることで、化合物ＴｉＮｂ2Ｏ7の電子導電性を向
上させることができる。これにより、容量及び急速充電性能を更に向上させることができ
ると期待できる。Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗといった６価の元素は、Ｔｉ元素及びＮｂ元素の一部を
置換することができる。これにより、化合物ＴｉＮｂ2Ｏ7の電子導電性の改善が期待でき
る。また、Ｂ、Ｎａ、Ｍｇ、又はＳｉなどの元素はＴｉ元素より軽元素であることから、
これら元素でＴｉの一部を置換することにより、容量をさらに向上させることができると
予想される。Ｆｅ及びＡｌのような３価の元素は、Ｔｉ元素の一部を置換することができ
る。これにより、化合物ＴｉＮｂ2Ｏ7の電子導電性の改善が期待出来る。
【００４７】
　化合物ＴｉＮｂ2Ｏ7においてＮｂ元素の一部をＴａに置換しても同等の特性を得ること
ができる。これは、ＴａはＮｂを含む鉱石であるコルンブ石中に含まれる材料であり、Ｎ
ｂとＴａとは、同様の物理的、化学的及び電気的な性質を有していることに起因する。
【００４８】
　複合酸化物の調製中、原材料又は中間生成物に酸素欠損が生じることがある。また、原
材料中に含まれていた不可避不純物及び調製中に混入した不純物などが、調製した複合酸
化物中に存在することもある。そのため、上記ニオブチタン複合酸化物は、例えば上記不
可避的要因により、一般式Ｔｉ1-a-cＭ1aＭ3cＮｂ2-b-dＭ2bＭ4dＯ7（０≦ａ＜１、０≦
ｂ＜１、０＜ｃ＋ｄ＜１）で表される化学量論比から外れた組成を有する酸化物を含むこ
とがある。例えば、酸化物の調製中に生じる酸素欠損を原因として、一般式Ｔｉ1-a-cＭ1

aＭ3cＮｂ2-b-dＭ2bＭ4dＯ7（０≦ａ＜１、０≦ｂ＜１、０＜ｃ＋ｄ＜１）で表される組
成を有する酸化物が調製されることがある。
【００４９】
　第１の実施形態に係る電池用活物質が含む単斜晶型ニオブチタン複合酸化物の粒子は、
一次粒子及び一次粒子が凝集した二次粒子の少なくとも一方を含んでもよい。一次粒子は
、例えば炭素含有層が表面の一部に被覆した状態で、炭素と複合化されていてもよい。二
次粒子は、炭素と複合化されている一次粒子が凝集したものでもよい。或いは、二次粒子
は、一次粒子が凝集してなる二次粒子であり、この二次粒子の表面の一部に炭素含有層が
被覆した状態で、炭素と複合化されていてもよい。
【００５０】
　第１の実施形態に係る電池用活物質は、平均一次粒子径が０．０１μｍ～５μｍの間に
あることが好ましく、０．１μｍ～３μｍの間にあることがより好ましい。また、第１の
実施形態に係る電池用活物質は、平均二次粒子径が１μｍ～１００μｍの間にあることが
好ましく、５μｍ～３０μｍの間にあることがより好ましい。
【００５１】
　第１の実施形態に係る電池用活物質は、例えば、以下に説明する液相合成法を利用した
製造方法によって製造することができる。
【００５２】
　液相合成法では、Ｎｂ元素とＴｉ元素とが原子レベルで混合した状態で反応が進行する
ため、短い焼成時間で単斜晶型ニオブチタン複合酸化物を得ることが可能である。更に、
この例の製造方法では、焼成の際、６００℃～９００℃以下の温度において、昇温速度を
２０℃／分以上として、急速加熱をする。このような製造方法では、結晶の異方成長及び
粒成長を抑制することができ、結晶子サイズが５ｎｍ以上９０ｎｍ以下の範囲内にあり且
つ一次粒子のアスペクト比が１以上４未満の範囲内にある、小さな活物質を得ることがで
きる。この製造方法は、具体的には以下のとおりである。なお、以下の製造方法の例の説
明では、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素を、添加元素と
呼ぶ。
【００５３】
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　まず、Ｔｉ化合物を溶解させた酸性溶液（Ａ）と、Ｎｂ化合物を溶解させた酸性溶液（
Ｂ）と、添加元素を含む酸性溶液（Ｃ）とを混合して混合溶液を調製する。各酸性溶液の
出発原料は、特に限定されるものではないが、例えば、水酸化物、硫化物、酸化物、塩、
アルコキシド、有機物をそれぞれ純水、エタノール、酸などの適する溶媒に溶解させた溶
液を用いることができる。なお、混合溶液中の各元素のモル比は、仕込み時のモル比であ
り、製造後の活物質における各元素の組成比とは異なる場合がある。
【００５４】
　次に、上記のようにして調製した混合溶液に、ｐＨ調整剤としてのアルカリ溶液を混合
することにより、共沈析出物を析出させる。ｐＨ調整剤は、アルカリ溶液が好ましく、ｐ
Ｈ８以上、より好ましくはｐＨ１２以上のものが好ましい。ｐＨが大きい溶液の方が、少
ない液量で共沈析出物を析出させることが可能であるため、好ましい。ｐＨ調整剤は、例
えばアンモニア水を用いることができる。混合する方法としては、混合溶液にｐＨ調整剤
を滴下していく方法でもよいし、逆にｐＨ調整剤に混合溶液を滴下する方法でもよい。液
を滴下する方法、スピード、タイミング、溶液の温度などを調節することにより、析出物
の凝集度と粒子形状とを制御することができる。より好ましくは、溶液温度を室温以下と
し、混合溶液中に徐々にｐＨ調整剤を少量ずつ加えていく方が、過度な凝集を抑制するこ
とができるという観点から好ましい。ｐＨ調整剤を添加することによって、Ｔｉ及びＮｂ
を含む混合液のｐＨをアルカリ側に調整する。ｐＨ調整は共沈析出物の析出の状況を監視
しながら調整すればよいが、目安としてはｐＨを１～１０の範囲とし、好ましくはｐＨを
６～９の範囲とする。これによりＴｉ、Ｎｂ及び添加元素を含む共沈析出物を析出させる
ことができる。
【００５５】
　また、ｐＨを調整する工程の前後に、オートクレーブ容器による密閉加熱処理を実施す
ることで、より微細な粒子を得ることができる。オートクレーブ容器による加熱処理温度
は１６０℃以上２００℃以下とし、焼成時間は５時間以上であることが好ましい。
【００５６】
　次に、析出させた共沈析出物の洗浄を行う。洗浄するための溶液としては、例えば純水
を用いることが好ましい。洗浄の目安として、洗浄後の廃液のｐＨが６～８の範囲、より
好ましくは中性に近くなるまで十分に行う。洗浄を十分に行った後、濾過及び乾燥を行う
ことで、前駆体粉末を得ることができる。
【００５７】
　このようにして得られた前駆体は、ＮｂとＴｉと添加元素とが均質に混合した析出物で
あり、より好ましくはアモルファスの複合水酸化物である。このようにＴｉとＮｂと添加
元素とが均質に混合したアモルファス状の前駆体粉末とすることにより、焼成の際の反応
性を高めることができる。それにより、このようなアモルファス状の前駆体粉末を焼成に
供することで、単斜晶型ニオブチタン複合酸化物を、固相反応法等よりも、より低温、よ
り短時間での焼成で得ることができる。つまり、この例の方法では、焼成工程での温度及
び時間を抑制することができる。
【００５８】
　濾過及び乾燥後の前駆体粉末は凝集していることがあり得る。また、原料の種類の影響
により一次粒子の粒子サイズが不揃いの場合がある。その場合は、ボールミルやビーズミ
ルなどの機械的粉砕法により粉砕させるのが好ましい。
【００５９】
　次に、得られた前駆体粉末について焼成を実施する。焼成は、６００℃～９００℃の範
囲内の温度で行う。より好ましくは、７００～８００℃の範囲内で行う。焼成時間は１分
～１時間とする。より好ましくは、焼成時間は３０分～１時間とする。このような条件で
焼成することで、結晶性の高い単斜晶型ニオブチタン複合酸化物からなる相を形成させる
ことができる。
【００６０】
　更に、この焼成での昇温速度を２０℃／分以上とする。このように昇温速度を早くする
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ことで、高温での保持時間がより短時間となることから、結晶の異方成長を抑制すること
ができ、一次粒子のアスペクト比が小さい粒子を得ることが可能である。
【００６１】
　また、粒成長や粒子間のネッキングを抑制しながら結晶性を向上させるという観点から
、６００℃～７００℃の範囲内の温度で且つ第一の焼成よりも低い温度で、１分～１時間
のアニール工程を上記焼成の前後に付加することが出来る。このアニール工程においても
、昇温速度を２０℃／分以上とする。
【００６２】
　焼成の雰囲気は、大気中、窒素、アルゴン、ヘリウム等の不活性ガス雰囲気中、又は真
空雰囲気中のいずれでもよいが、酸化物を得るためには酸化性雰囲気が好ましく、具体的
には大気雰囲気がよい。また、酸素濃度を故意に高めた大気雰囲気中で焼成してもよい。
【００６３】
　焼成後の粉末は、粒子がネッキングしていたり、過度に粒子が成長したりしていること
があり得る。よって、ボールミルやビーズミルなどの機械的粉砕法により粉砕するとより
微粒子を形成させることが出来るため好ましい。但し、機械粉砕を実施すると活物質の結
晶性が損なわれる可能性がある。この場合は、再び６００℃～８００℃の範囲内の温度で
、１分～１時間のアニール工程をこの粉砕工程の後に付加することにより改善することが
できるため好ましい。このアニール工程においても、昇温速度を２０℃／ｍｉｎ以上とす
ることで、結晶の異方成長を抑制させることができる。
【００６４】
　また、焼成後の粉末に対して炭素を更に複合化させることもできる。炭素との複合方法
は特に限定されるものでは無い。炭素源としては例えば糖類、ポリオレフィン類、ニトリ
ル類、アルコール類、その他ベンゼン環を含む有機化合物などが挙げられる。また、遊星
ボールミル等の機械的方法により、焼成後の粉末にカーボンブラックやグラファイトなど
を担持させることも可能である。複合化は、例えば、焼成後の粉末と炭素源と混合した後
、還元雰囲気下で焼成することで行うことができる。この焼成は、９００℃以下の温度で
行うことが好ましい。焼成温度が９００℃超である場合、Ｎｂ元素の還元反応が進行して
異相が析出する恐れがある。還元雰囲気としては、窒素、二酸化炭素、アルゴンなどの雰
囲気がよい。
【００６５】
　また、焼成後の粒子サイズが１μｍ以下である場合には、スプレードライなどの方法に
より造粒すると、電極作製工程におけるスラリーの分散性が向上し、塗液性が安定するた
め好ましい。
【００６６】
　次に、電池用活物質中に含まれる元素の組成比の決定方法、活物質粒子の一次粒子のア
スペクト比の算出方法、及び結晶子サイズの算出方法を説明する。
【００６７】
　活物質粉末は、一般に知られる前処理方法により調整後に、各測定に供することが可能
である
　一方、電池に組み込まれている電池用活物質について測定を行う場合は、以下のように
して、電池から電池用活物質を取り出す。
【００６８】
　まず、電池用活物質材料に含まれる活物質粒子の結晶状態を把握するために、ニオブチ
タン複合酸化物からリチウムイオンが完全に脱離した状態にする。例えば、負極に含まれ
る活物質粒子について測定を行う場合、電池を完全に放電状態にする。但し、放電状態で
も残留したリチウムイオンが僅かに存在することがある。
【００６９】
　次に、アルゴンを充填したグローブボックス中で電池を分解し、測定対象の活物質を含
んだ電極を取り出す。次いで、取り出した電極を、電極を適切な溶媒で洗浄する。ここで
使用する溶媒は、当該電池が非水電解質電池であれば、非水電解質の非水溶媒、例えばエ
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チルメチルカーボネートなどを用いることが好ましい。
【００７０】
　次に、洗浄した負極から、測定対象の活物質が含まれる層（例えば、後述する負極層）
を剥離する。例えば、溶媒中で電極基板に超音波を照射することにより活物質を含む層を
剥離することができる。
【００７１】
　次に、活物質を含む層を大気中で短時間加熱する。この加熱は、例えば、５００℃で１
時間にわたって行う。この加熱によって、結着剤及び導電剤などの他の成分が除去される
。一方、活物質を構成する元素のモル比は、加熱後も変化しない。加熱後の残渣を酸に溶
解し、測定試料を調製する。この測定試料を各組成分析に供する。なお、ＳＥＭ測定では
、酸に溶解せず、粉末のまま観察を行う。
【００７２】
　＜組成比の決定方法＞
　電池用活物質の組成及び活物質に含まれる元素の含有量は、誘導結合プラズマ（Induct
ively Coupled Plasma：ＩＣＰ）発光分光法及び不活性ガス融解－赤外線吸収法によって
同定することができる。
【００７３】
　具体的には、まず、測定対象の活物質をアルカリ溶解又は酸分解により溶解させて、測
定試料を調製する。電池に含まれていた活物質について分析する場合、先のように活物質
を含む相を加熱して残った残渣を酸に溶解することで、測定試料を調製する。調製の際、
測定試料中の活物質の溶解量（濃度）を把握しておく。
【００７４】
　以上のようにして調製した測定試料に対して、ＩＣＰ発光分光法による分析を行い、測
定試料中の単位重量あたりの各金属元素の濃度を測定する。この測定結果から、活物質に
含まれる金属元素の組成比を算出することができる。
【００７５】
　また、活物質に含有されるＯ元素の含有量は、不活性ガス融解－赤外線吸収法により、
活物質の単位重量あたりの濃度を算出することが出来る。
【００７６】
　上記の方法により得られた結果から、活物質について、単位重量あたりのＴｉ元素、Ｎ
ｂ元素、Ｍｏ、Ｗ又はＶの少なくとも１種の元素、その他の置換元素、及びＯ元素の物質
量を算出することができる。そして、これらの物質量から、活物質における各元素につい
て組成比（モル比）を算出することが可能である。
【００７７】
　ニオブチタン複合酸化物におけるＭｏ、Ｗ及びＶからなる群より選択される少なくとも
１種の含有量は、上記の方法により算出された、活物質についての単位重量あたりのＭｏ
、Ｗ又はＶの少なくとも１種の元素の物質量を、Ｔｉ元素、Ｎｂ元素、Ｍｏ、Ｗ又はＶの
少なくとも１種の元素、その他の置換元素、及びＯ元素の合計の物質量で除することによ
り、モル比の割合（単位：ａｔｍ％）として算出することができる。
【００７８】
　また、測定対象の活物質がニオブチタン複合酸化物の相とこれ以外の相との混相を含む
場合、上記のモル比の割合が厳密に測れないという問題がある。活物質が複数の相を含む
場合は、例えば、以下のようにして、ニオブチタン複合酸化物の相の組成比を決定するこ
とができる。
【００７９】
　まず、活物質を、広角Ｘ線散乱測定に供する。広角Ｘ線散乱測定については、後述する
。ここで行う広角Ｘ線散乱測定は、リートベルト解析を行うことができる結果が得られる
条件で行う。このような広角Ｘ線散乱測定により得られた結果を、リートベルト解析に供
する。この結果から、活物質に含まれている各相の組成比を分離する。
【００８０】
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　一方で、活物質をＥＤＸ分析などの分析に供し、ニオブチタン複合酸化物以外の相に含
まれるＴｉ元素、Ｎｂ元素、Ｍｏ、Ｗ又はＶの少なくとも１種の元素、その他の置換元素
、及びＯ元素の各構成元素を定量する。これにより、ニオブチタン複合酸化物以外の相に
ついての、単位重量あたりの各構成元素の物質量を算出することができる。
【００８１】
　先に定量した単位重量の活物質に含まれる各元素の物質量から、ニオブチタン複合酸化
物以外の相についての、単位重量当たりに含まれる各構成元素の物質量を除することによ
り、活物質に含まれるニオブチタン複合酸化物について、単位重量あたりの各構成元素の
物質量を算出することができる。そして、この結果から、ニオブチタン複合酸化物におけ
るＭｏ、Ｗ又はＶの少なくとも１種の元素の含有量を決定することができる。
【００８２】
　＜活物質粒子の一次粒子のアスペクト比の算出方法＞
　活物質粒子の一次粒子のアスペクト比は、一次粒子の最も粒子径の短い方向、すなわち
短軸の粒子径をＡとし、最も粒子径の長い方向、すなわち長軸の粒子径をＢとして、粒子
径Ｂの粒子径Ａに対する比Ｂ／Ａとして定義する。第１の実施形態に係る電池用活物質が
含む活物質粒子は、一次粒子のアスペクト比が１以上４未満であり、アスペクト比４以上
の粒子を多く含まないことが好ましい。
【００８３】
　一次粒子のアスペクト比は、ＳＥＭ像から、そこに含まれるもっともアスペクト比が高
い一次粒子を１つ選択する。凝集していたり、ネッキングにより接合した粒子複数の粒子
は、それぞれ独立した一次粒子とみなすこととする。次に、最も粒子径の短い方向におけ
る粒子径をＡとし、最も粒子径の長い方向における粒子径をＢとして、比Ｂ／Ａを算出す
ることで定義することとする。同様の操作を無作為に選出した３０枚の画像から算出し、
その平均値をもって、活物質粒子の一次粒子のアスペクト比と定義する。ＳＥＭの測定条
件は、例えば実施例において説明する条件である。
【００８４】
　＜活物質粒子の結晶子サイズの算出方法＞
　活物質粒子の結晶子サイズは、活物質粒子についての広角Ｘ線回折法で得られるＸ線回
折パターンからピークの半値幅を求め、以下に示すシェラーの式を用いて結晶子径（結晶
子サイズ）を算出することができる。
【００８５】
　ピークの半値幅は、スペクトルをフィッティングさせることにより得られる値を用いる
。スペクトルのフィッティングは、以下のように行なう。まず、バックグラウンドの除去
、Ｋα１ピークとＫα２ピークとの分離、及びスムージングによる前処理を実施する。次
に、前処理後のスペクトルについて、二次微分法によるピークサーチを実施する。次に、
ピークサーチによって選出したピークから形成されるピークプロファイルを前処理後のス
ペクトルから差し引くことにより、バックグラウンドプロファイルを得る。このようにし
て得られたバックグラウンドプロファイルを多項式によりフィッティングさせる。ピーク
サーチによって選出したピークから形成されるピークプロファイルとバックグラウンドの
情報とを用いて、前処理後のスペクトルと最小二乗法によるプロファイルフィッティング
を実施することにより、ピーク情報とバックグラウンドの情報の各変数を最適化させる。
なお、ピークのフィッティング関数は分割型擬Voigt関数を用いる。この方法は、例えば
解析ソフト「Rigaku PDXL2 ver.2.1」を用いて自動プロファイル処理を実施することによ
り、一連の操作を自動的に実施することが出来る。上記の方法によって、各ピークの半値
幅を求めることができる。
【００８６】
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【数１】

【００８７】
　ここで、Ｋ：シェラー定数、λ：Ｃｕ‐Ｋα線の波長（＝０．１５４０６ｎｍ）、βe

：回折ピークの半値幅、βo：半値幅の補正幅である。
【００８８】
　算出に使用する回折ピークは、空間群Ｃ２／ｍに属する単斜晶型ニオブチタン複合酸化
物ＴｉＮｂ2Ｏ7の結晶構造の（１１０）面に対応する、２θ＝２３．９３１７°±０．２
°の範囲に得られるピークとすることとする。シェラー定数は、Ｋ＝０．９４とする。ま
た、上記の条件における半値幅の補正値はＹ＝０とする。しかしながら、測定系が異なる
場合は半値幅が異なることが考えられる。この場合は、標準試料を用いてこの補正値を算
出することで、正確な値を求めることができる。
【００８９】
　次に、活物質粒子の結晶子サイズを決定するために行う、電池用活物質についての広角
Ｘ線回折測定を説明する。
【００９０】
　まず、測定に供する試料に含まれる活物質粒子を、凝集が十分に解かれるまで粉砕する
。目安としては、平均粒子径が２０μｍ以下となることが好ましい。平均粒子径はレーザ
ー回折式粒度分布測定装置によって求めることができる。
【００９１】
　次に、粉砕した試料を、ホルダー部分を有するガラス試料板のホルダー部分に充填する
。試料台としては、例えば深さ０．２ｍｍのホルダー部分を有するガラス試料板を用いる
ことができる。ホルダー部分に試料を充填した後、この試料をガラス板を使用して十分に
押し付けて、その表面を平滑化する。このようにして試料が充填されたガラス試料板を、
粉末Ｘ線回折に設置し、Ｃｕ-Ｋα線を用いてＸ線回折法による測定を行う。
【００９２】
　測定装置、測定条件としては、例えば以下の形で実施する。
【００９３】
　　　Ｘ線回折装置：株式会社リガク社製 SmartLab
　　　Ｘ線源：ＣｕＫα線
　　　出力 ：４０ｋＶ，２００ｍＡ
　　　パッケージ測定名称：汎用測定（集中法）
　　　入射並行スリット開口角：５°
　　　入社長手制限スリット長さ：１０ｍｍ
　　　受光ＰＳＡ：無し
　　　受光並行スリット開口角：５°
　　　単色化法：Ｋβフィルター法
　　　測定モード：連続
　　　入射スリット幅：０．５°
　　　受光スリット幅：２０ｍｍ
　　　測定範囲（２θ）：５～７０°
　　　サンプリング幅（２θ）：０．０１°
　　　スキャン速度：２０°／分。
【００９４】
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　測定対象たる活物質が非水電解質電池の電極材料に含まれている場合は、まず、先に説
明した手順により、非水電解質電池から電極を取り出し、取り出して洗浄した電極を、粉
末Ｘ線回折装置のホルダーの面積とほぼ同じ面積に切断し、測定試料とする。
【００９５】
　得られた測定試料を、ガラスホルダーに直接貼り付けて測定を行う。この際、集電体箔
、導電助剤、バインダーといった合剤のピークを、ＸＲＤを用いてあらかじめ測定し、こ
れらに由来するピーク位置を把握しておく。活物質粒子と重なるピークがある場合は、そ
れらの活物質粒子以外のピークを分離する必要がある。基板のピークと活物質のピークと
が重なる場合、基板から活物質が含まれる層（例えば、後述する電極層）を剥離して測定
に供することが望ましい。これは、ピーク強度を定量的に測定する際、重なったピークを
分離するためである。
【００９６】
　以上のようにして、電池に含まれている活物質の広角Ｘ線回折測定を行うことができる
。
【００９７】
　リートベルト用データを収集するには、ステップ幅が回折ピークの最小半値幅の１／３
～１／５となるようにし、最強度反射のピーク位置における強度が５０００ｃｐｓ以上と
なるように適宜、測定時間又はＸ線強度を調整する。
【００９８】
　第１の実施形態によると、電池用活物質が提供される。この電池用活物質は、単斜晶型
ニオブチタン複合酸化物の活物質粒子を含む。単斜晶型ニオブチタン複合酸化物は、Ｍｏ
、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素を含む。単斜晶型ニオブチタ
ン複合酸化物におけるＭｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１種の元素の
含有量は、０．０１ａｔｍ％以上２ａｔｍ％以下の範囲内にある。活物質粒子は、一次粒
子のアスペクト比が１以上４未満の範囲内にある。活物質粒子の結晶子サイズは５ｎｍ以
上９０ｎｍ以下の範囲内にある。この電池用活物質は、結晶成長の際の活物質粒子内のＬ
ｉ固体内拡散距離の増加が抑えられているので、非水電解質電池に組み込んで使用した際
、充電時の過電圧の発生や還元側での副反応を抑えることができる。その結果、第１の実
施形態に係る電池用活物質は、入出力特性及びサイクル特性に優れた非水電解質電池を実
現することができる。
【００９９】
　（第２の実施形態）
　第２の実施形態によると、非水電解質電池が提供される。この非水電解質電池は、負極
と、正極と、非水電解質とを具備する。負極は、第１の実施形態に係る電池用活物質を含
む。
【０１００】
　第２の実施形態に係る非水電解質電池は、正極と負極との間に配されたセパレータを更
に具備することもできる。正極、負極及びセパレータは、電極群を構成することができる
。非水電解質は、電極群に保持され得る。
【０１０１】
　また、第２の実施形態に係る非水電解質電池は、電極群及び非水電解質を収容する外装
部材を更に具備することができる。
【０１０２】
　さらに、第２の実施形態に係る非水電解質電池は、正極に電気的に接続された正極端子
及び負極に電気的に接続された負極端子を更に具備することができる。正極端子の少なく
とも一部及び負極端子の少なくとも一部は、外装部材の外側に延出し得る。
【０１０３】
　以下、正極、負極、非水電解質、セパレータ、外装部材、正極端子及び負極端子につい
て詳細に説明する。
【０１０４】
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　１）正極
　正極は、集電体と、正極層（正極活物質含有層）とを含むことができる。正極層は、集
電体の片面若しくは両面に形成され得る。正極層は、正極活物質と、任意に導電剤及び結
着剤を含むことができる。
【０１０５】
　正極活物質としては、例えば、酸化物、硫化物及びポリマーなどを用いることができる
。
【０１０６】
　使用することのできる酸化物及び硫化物としては、例えば、リチウムを吸蔵及び放出を
することができる化合物である、二酸化マンガン（ＭｎＯ2）、酸化鉄、酸化銅、酸化ニ
ッケル、リチウムマンガン複合酸化物（例えばＬｉxＭｎ2Ｏ4又はＬｉxＭｎＯ2）、リチ
ウムニッケル複合酸化物（例えばＬｉxＮｉＯ2）、リチウムコバルト複合酸化物(例えば
ＬｉxＣｏＯ2）、リチウムニッケルコバルト複合酸化物(例えばＬｉＮｉ1-yＣｏyＯ2）、
リチウムマンガンコバルト複合酸化物(例えばＬｉxＭｎyＣｏ1-yＯ2）、スピネル構造を
有するリチウムマンガンニッケル複合酸化物（例えばＬｉxＭｎ2-yＮｉyＯ4）、オリビン
構造を有するリチウムリン酸化物（例えばＬｉxＦｅＰＯ4、ＬｉxＦｅ1-yＭｎyＰＯ4、Ｌ
ｉxＣｏＰＯ4）、硫酸鉄（Ｆｅ2（ＳＯ4）3）、バナジウム酸化物（例えばＶ2Ｏ5）、及
び、リチウムニッケルコバルトマンガン複合酸化物が挙げられる。上記の式において、０
＜ｘ≦１であり、０＜ｙ≦１である。活物質として、これらの化合物を単独で用いてもよ
く、或いは、複数の化合物を組合せて用いてもよい。
【０１０７】
　ポリマーは、例えばポリアニリンやポリピロールのような導電性ポリマー材料、又はジ
スルフィド系ポリマー材料を用いることができる。イオウ（Ｓ）、フッ化カーボンもまた
活物質として使用できる。
【０１０８】
　より好ましい正極活物質の例には、正極電圧が高いリチウムマンガン複合酸化物（例え
ばＬｉxＭｎ2Ｏ4）、リチウムニッケル複合酸化物（例えばＬｉxＮｉＯ2）、リチウムコ
バルト複合酸化物（例えばＬｉxＣｏＯ2）、リチウムニッケルコバルト複合酸化物（例え
ばＬｉＮｉ1-yＣｏyＯ2）、スピネル構造を有するリチウムマンガンニッケル複合酸化物
（例えばＬｉxＭｎ2-yＮｉyＯ4）、リチウムマンガンコバルト複合酸化物（例えばＬｉx

ＭｎyＣｏ1-yＯ2）、リチウムリン酸鉄（例えばＬｉxＦｅＰＯ4)、及び、リチウムニッケ
ルコバルトマンガン複合酸化物が含まれる。上記の式において、０＜ｘ≦１であり、０＜
ｙ≦１である。
【０１０９】
　中でも、常温溶融塩を含む非水電解質を用いる場合には、リチウムリン酸鉄、ＬｉxＶ
ＰＯ4Ｆ、リチウムマンガン複合酸化物、リチウムニッケル複合酸化物、リチウムニッケ
ルコバルト複合酸化物を用いることが、サイクル寿命の観点から好ましい。これは、正極
活物質と常温溶融塩との反応性が少なくなるためである。
【０１１０】
　正極活物質の比表面積は、０．１ｍ2／ｇ以上１０ｍ2／ｇ以下であることが好ましい。
０．１ｍ2／ｇ以上の比表面積を有する正極活物質は、リチウムイオンの吸蔵・放出サイ
トを十分に確保できる。１０ｍ2／ｇ以下の比表面積を有する正極活物質は、工業生産の
上で取り扱い易く、かつ良好な充放電サイクル性能を確保できる。
【０１１１】
　結着剤は、分散された正極活物質の間隙を埋めるために配合され、正極活物質と導電剤
を結着することができる。結着剤の例には、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、
ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）、フッ素系ゴムが含まれる。
【０１１２】
　導電剤は、集電性能を高め、且つ正極活物質と集電体との接触抵抗を抑えるために必要
に応じて配合される。導電剤の例には、アセチレンブラック、カーボンブラック、黒鉛の
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ような炭素質物が含まれる。
【０１１３】
　正極層において、正極活物質及び結着剤は、それぞれ、８０重量％以上９８重量％以下
、２重量％以上２０重量％以下の割合で配合することが好ましい。
【０１１４】
　結着剤は、２重量％以上の量にすることにより十分な電極強度が得られる。また、２０
重量％以下にすることにより電極の絶縁体の配合量を減少させ、内部抵抗を減少できる。
【０１１５】
　導電剤を加える場合には、正極活物質、結着剤及び導電剤は、それぞれ、７７重量％以
上９５重量％以下、２重量％以上２０重量％以下、及び３重量％以上１５重量％以下の割
合で配合することが好ましい。導電剤は、３重量％以上の量にすることにより上述した効
果を発揮することができる。また、１５重量％以下にすることにより、高温保存下での正
極導電剤表面での非水電解質の分解を低減することができる。
【０１１６】
　正極集電体は、アルミニウム箔、又は、Ｍｇ、Ｔｉ、Ｚｎ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｆｅ、
Ｃｕ、Ｓｉのような元素を含むアルミニウム合金箔であることが好ましい。
【０１１７】
　アルミニウム箔またはアルミニウム合金箔の厚さは、５μｍ以上２０μｍ以下、より好
ましくは１５μｍ以下にすることが望ましい。アルミニウム箔の純度は９９重量％以上が
好ましい。アルミニウム箔またはアルミニウム合金箔に含まれる鉄、銅、ニッケル、クロ
ムなどの遷移金属の含有量は、１重量％以下にすることが好ましい。
【０１１８】
　正極は、例えば正極活物質、結着剤及び必要に応じて配合される導電剤を適当な溶媒に
懸濁してスラリーを調製し、このスラリーを正極集電体に塗布し、乾燥して正極層を形成
した後、プレスを施すことにより作製される。正極はまた、正極活物質、結着剤及び必要
に応じて配合される導電剤をペレット状に形成して正極層とし、これを集電体上に形成す
ることにより作製されてもよい。
【０１１９】
　２）負極
　負極は、集電体と、負極層（負極活物質含有層）とを含むことができる。負極層は、集
電体の片面又は両面に形成され得る。負極層は、負極活物質と、任意に導電剤及び結着剤
とを含むことができる。
【０１２０】
　第１の実施形態に係る電池用活物質は、負極活物質として、負極層に含めることができ
る。
【０１２１】
　第１の実施形態に係る電池用活物質は、先に説明したように、結晶成長の際の活物質粒
子内のＬｉ固体内拡散距離の増加が抑えられている。そのため、第１の実施形態に係る電
池用活物質を含んだ負極を具備した非水電解質電池は、優れた入出力特性及びサイクル特
性を示すことができる。
【０１２２】
　負極層は、負極活物質として、第１実施形態に係る活物質を単独で含んでいてもよいが
、他の負極活物質を更に含んでいてもよい。他の負極活物質としては、アナターゼ型二酸
化チタンＴｉＯ2、単斜晶子型β型二酸化チタンＴｉＯ2（Ｂ）、ラムスデライト型チタン
酸リチウムＬｉ2Ｔｉ3Ｏ7、スピネル型チタン酸リチウムＬｉ4Ｔｉ5Ｏ12、酸化ニオブな
どを用いることができる。これらの酸化化合物は、第１の実施形態に係る電池用活物質に
含まれる化合物と比重なども近く、混合及び分散が容易であるため、好適に用いることが
できる。
【０１２３】
　導電剤は、負極活物質の集電性能を高め、且つ負極活物質と集電体との接触抵抗を抑え
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るために必要に応じて配合される。導電剤の例には、アセチレンブラック、カーボンブラ
ック、黒鉛等の炭素質物が含まれる。
【０１２４】
　結着剤は、分散された負極活物質の間隙を埋めるために配合され、負極活物質と導電剤
を結着することができる。結着剤の例には、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、
ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）、フッ素系ゴム、スチレンブタジェンゴムが含まれる
。
【０１２５】
　負極層中の負極活物質、導電剤及び結着剤は、それぞれ、６８重量％以上９６重量％以
下、２重量％以上３０重量％以下及び２重量％以上３０重量％以下の範囲で配合されてい
ることが好ましい。導電剤の量が２重量％以上であると、負極層の集電性能が良好である
。また、結着剤の量が２重量％以上であると、負極層と集電体の結着性が十分で、優れた
サイクル特性を期待できる。一方、非水電解質電池を高容量化するために、結着剤は３０
重量％以下であることが好ましい。
【０１２６】
　負極集電体は、負極活物質のリチウムの吸蔵及び放出電位において電気化学的に安定で
ある材料が用いられる。負極集電体は、銅、ニッケル、ステンレス又はアルミニウム、或
いは、Ｍｇ、Ｔｉ、Ｚｎ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｕ、Ｓｉのような元素を含むアルミニウム合金
から作られることが好ましい。集電体の厚さは５～２０μｍであることが好ましい。この
ような厚さを有する集電体は、負極の強度と軽量化のバランスをとることができる。
【０１２７】
　負極は、例えば負極活物質、導電剤及び結着剤を、汎用されている溶媒に懸濁してスラ
リーを調製し、このスラリーを集電体に塗布し、乾燥し、負極層を形成した後、プレスを
施すことにより作製される。負極はまた、負極活物質、導電剤及び結着剤をペレット状に
形成して負極層とし、これを集電体上に形成することにより作製されてもよい。
【０１２８】
　３）非水電解質
　非水電解質は、例えば、電解質を有機溶媒に溶解することにより調製される液状非水電
解質、又は、液状電解質と高分子材料を複合化したゲル状非水電解質であってよい。
【０１２９】
　液状非水電解質は、電解質を０．５モル／Ｌ以上２．５モル／Ｌ以下の濃度で有機溶媒
に溶解することが好ましい。
【０１３０】
　電解質の例には、過塩素酸リチウム（ＬｉＣｌＯ4）、六フッ化リン酸リチウム（Ｌｉ
ＰＦ6）、四フッ化ホウ酸リチウム（ＬｉＢＦ4）、六フッ化砒素リチウム（ＬｉＡｓＦ6

）、トリフルオロメタンスルホン酸リチウム（ＬｉＣＦ3ＳＯ3）、ビストリフルオロメチ
ルスルホニルイミドリチウム（ＬｉＮ（ＣＦ3ＳＯ2）2）のようなリチウム塩、又はこれ
らの混合物が含まれる。電解質は高電位でも酸化し難いものであることが好ましく、Ｌｉ
ＰＦ6が最も好ましい。
【０１３１】
　有機溶媒の例には、プロピレンカーボネート（ＰＣ）、エチレンカーボネート（ＥＣ）
、ビニレンカーボネートのような環状カーボネート、ジエチルカーボネート（ＤＥＣ）、
ジメチルカーボネート（ＤＭＣ）、メチルエチルカーボネート（ＭＥＣ）のような鎖状カ
ーボネート、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、２メチルテトラヒドロフラン（２ＭｅＴＨ
Ｆ）、ジオキソラン（ＤＯＸ）のような環状エーテル、ジメトキシエタン（ＤＭＥ）、ジ
エトキシエタン（ＤＥＥ）のような鎖状エーテル、γ-ブチロラクトン（ＧＢＬ）、アセ
トニトリル（ＡＮ）、及びスルホラン（ＳＬ）が含まれる。これらの有機溶媒は、単独又
は混合溶媒の形態で用いることができる。
【０１３２】
　高分子材料の例には、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）、ポリアクリロニトリル（Ｐ
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ＡＮ）、ポリエチレンオキサイド（ＰＥＯ）が含まれる。
【０１３３】
　或いは、非水電解質は、リチウムイオンを含有した常温溶融塩（イオン性融体）、高分
子固体電解質、無機固体電解質等を用いてもよい。
【０１３４】
　常温溶融塩（イオン性融体）は、有機物カチオンとアニオンとの組合せからなる有機塩
の内、常温（１５～２５℃）で液体として存在しうる化合物を指す。常温溶融塩には、単
体で液体として存在する常温溶融塩、電解質と混合させることで液体となる常温溶融塩、
有機溶媒に溶解させることで液体となる常温溶融塩が含まれる。一般に、非水電解質電池
に用いられる常温溶融塩の融点は、２５℃以下である。また、有機物カチオンは、一般に
４級アンモニウム骨格を有する。
【０１３５】
　高分子固体電解質は、電解質を高分子材料に溶解し、固体化することによって調製され
る。
【０１３６】
　無機固体電解質は、リチウムイオン伝導性を有する固体物質である。
【０１３７】
　４）セパレータ
　セパレータは、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、セルロース、又はポリフッ化
ビニリデン（ＰＶｄＦ）を含む多孔質フィルム、合成樹脂製不織布から形成されてよい。
中でも、ポリエチレン又はポリプロピレンから形成された多孔質フィルムは、一定温度に
おいて溶融し、電流を遮断することが可能であるため、安全性を向上できる。
【０１３８】
　５）外装部材
　外装部材は、厚さ０．５ｍｍ以下のラミネートフィルム又は厚さ１ｍｍ以下の金属製容
器が用いることができる。ラミネートフィルムの厚さは０．２ｍｍ以下であることがより
好ましい。金属製容器は、厚さ０．５ｍｍ以下であることがより好ましく、厚さ０．２ｍ
ｍ以下であることがさらに好ましい。
【０１３９】
　外装部材の形状は、扁平型（薄型）、角型、円筒型、コイン型、ボタン型等が挙げられ
る。外装部材は、電池寸法に応じて、例えば携帯用電子機器等に積載される小型電池用外
装部材、二輪乃至四輪の自動車等に積載される大型電池用外装部材が挙げられる。
【０１４０】
　ラミネートフィルムは、樹脂層間に金属層を挟み込んだ多層フィルムが用いられる。金
属層は、軽量化のためにアルミニウム箔もしくはアルミニウム合金箔が好ましい。樹脂層
は、例えばポリプロピレン（ＰＰ）、ポリエチレン（ＰＥ）、ナイロン、ポリエチレンテ
レフタレート（ＰＥＴ）等の高分子材料を用いることができる。ラミネートフィルムは、
熱融着によりシールを行って外装部材の形状に成形することができる。
【０１４１】
　金属製容器は、アルミニウムまたはアルミニウム合金等から作られる。アルミニウム合
金は、マグネシウム、亜鉛、ケイ素等の元素を含む合金が好ましい。合金中に鉄、銅、ニ
ッケル、クロム等の遷移金属を含む場合、その含有量は１重量％以下にすることが好まし
い。これにより、高温環境下での長期信頼性、放熱性を飛躍的に向上させることができる
。
【０１４２】
　次に、第２の実施形態に係る非水電解質電池を、図面を参照してより具体的に説明する
。
【０１４３】
　図３は、第２の実施形態に係る一例の扁平型非水電解質電池の断面図である。図４は、
図３のＡ部の拡大断面図である。
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【０１４４】
　図３及び図４に示す非水電解質電池１０は、図３に示す袋状外装部材２と、図３及び図
４に示す電極群１と、図示しない非水電解質とを具備する。電極群１及び非水電解質は、
外装部材２内に収納されている。非水電解質は、電極群１に保持されている。
【０１４５】
　袋状外装部材２は、２枚の樹脂層とこれらの間に挟まれた金属層とを含むラミネートフ
ィルムからなる。
【０１４６】
　図３に示すように、電極群１は、扁平状の捲回電極群である。扁平状の捲回電極群１は
、図４に示すように、外側から負極３、セパレータ４、正極５、及びセパレータ４の順で
積層した積層物を渦巻状に捲回し、プレス成型することにより形成される。
【０１４７】
　負極３は、負極集電体３ａと負極層３ｂとを含む。負極層３ｂには、第１の実施形態に
係る電池用活物質が含まれる。最外殻の負極３は、図４に示すように負極集電体３ａの内
面側の片面のみに負極層３ｂを形成した構成を有する。その他の負極３は、負極集電体３
ａの両面に負極層３ｂが形成されている。
【０１４８】
　正極５は、正極集電体５ａと、その両面に形成された正極層５ｂとを含む。
【０１４９】
　図３に示すように、捲回電極群１の外周端近傍において、負極端子６が最外殻の負極３
の負極集電体３ａに接続され、正極端子７が内側の正極５の正極集電体５ａに接続されて
いる。これらの負極端子６及び正極端子７は、袋状外装部材２の開口部から外部に延出さ
れている。
【０１５０】
　図３及び図４に示した非水電解質電池１０は、例えば、以下の手順で作製することがで
きる。まず、電極群１を作製する。次いで、電極群１を袋状外装部材２内に封入する。こ
の際、負極端子６及び正極端子７は、それぞれの一端が外装部材２の外側にはみ出すよう
にする。次に、外装部材２の周縁を、一部を残してヒートシールする。次に、ヒートシー
ルしなかった部分から、例えば液状非水電解質を袋状外装部材２の開口部から注入する。
最後に開口部をヒートシールすることにより、捲回電極群１及び液状非水電解質が密封さ
れる。
【０１５１】
　第２実施形態に係る非水電解質電池は、図３及び図４に示す例の非水電解質電池に限ら
ず、例えば図５及び図６に示す構成の電池であってもよい。
【０１５２】
　図５は、第２の実施形態に係る他の例の非水電解質電池を模式的に示す部分切欠斜視図
である。図６は、図５のＢ部の拡大断面図である。
【０１５３】
　図５及び図６に示す非水電解質電池１０は、図５及び図６に示す電極群１１と、図５に
示す外装部材１２と、図示しない非水電解質とを具備する。電極群１１及び非水電解質は
、外装部材１２内に収納されている。非水電解質は、電極群１１に保持されている。
【０１５４】
　外装部材１２は、２枚の樹脂層とこれらの間に介在した金属層とを含むラミネートフィ
ルムからなる。
【０１５５】
　電極群１１は、図６に示すように、積層型の電極群である。積層型電極群１１は、図６
に示すように、正極１３と負極１４とをその間にセパレータ１５を介在させながら交互に
積層した構造を有する。
【０１５６】
　電極群１１は、複数の正極１３を含んでいる。複数の正極１３は、それぞれが、正極集
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電体１３ａと、正極集電体１３ａの両面に担持された正極層１３ｂとを備える。また、電
極群１１は、複数の負極１４を含んでいる。複数の負極１４は、それぞれが、負極集電体
１４ａと、負極集電体１４ａの両面に担持された負極層１４ｂとを備える。各負極１４の
負極集電体１４ａは、一辺が負極１４から突出している。突出した負極集電体１４ａは、
帯状の負極端子１６に電気的に接続されている。帯状の負極端子１６の先端は、外装部材
１２から外部に引き出されている。また、図示しないが、正極１３の正極集電体１３ａは
、負極集電体１４ａの突出辺と反対側に位置する辺が正極１３から突出している。正極１
３から突出した正極集電体１３ａは、帯状の正極端子１７に電気的に接続されている。帯
状の正極端子１７の先端は、負極端子１６とは反対側に位置し、外装部材１２の辺から外
部に引き出されている。
【０１５７】
　第２の実施形態に係る非水電解質電池は、第１の実施形態に係る電池用活物質を含む負
極を具備する。その結果、第２の実施形態に係る非水電解質電池は、優れた入出力特性及
びサイクル特性を示すことができる。
【０１５８】
　（第３の実施形態）
　第３の実施形態によると、電池パックが提供される。この電池パックは、第２の実施形
態に係る非水電解質電池を具備する。
【０１５９】
　第３の実施形態に係る電池パックは、先に説明した第２実施形態に係る非水電解質電池
（単電池）を１個又は複数個具備することができる。第３の実施形態に係る電池パックに
含まれ得る複数の非水電解質電池は、互いに電気的に直列又は並列に接続されて、組電池
を構成することもできる。第３の実施形態に係る電池パックは、複数の組電池を含んでい
てもよい。
【０１６０】
　次に、第３の実施形態に係る一例の電池パックを図面を参照しながら説明する。
【０１６１】
　図７は、第３の実施形態に係る一例の電池パックの分解斜視図である。図８は、図７の
電池パックの電気回路を示すブロック図である。
【０１６２】
　図７及び図８に示す電池パック２０は、複数の単電池２１を具備する。複数の単電池２
１は、図３及び図４を参照しながら説明した扁平型非水電解質電池１０である。
【０１６３】
　複数の単電池２１は、外部に延出した負極端子６及び正極端子７が同じ向きに揃えられ
るように積層され、粘着テープ２２で締結することにより組電池２３を構成している。こ
れらの単電池２１は、図８に示すように互いに電気的に直列に接続されている。
【０１６４】
　プリント配線基板２４は、負極端子６及び正極端子７が延出する組電池２３の側面と対
向して配置されている。プリント配線基板２４には、図８に示すようにサーミスタ２５、
保護回路２６および外部機器への通電用端子２７が搭載されている。なお、プリント配線
基板２４が組電池２３と対向する面には、組電池２３の配線と不要な接続を回避するため
に絶縁板（図示せず）が取り付けられている。
【０１６５】
　正極側リード２８は、組電池２３の最下層に位置する正極端子７に接続され、その先端
はプリント配線基板２４の正極側コネクタ２９に挿入されて電気的に接続されている。負
極側リード３０は、組電池２３の最上層に位置する負極端子６に接続され、その先端はプ
リント配線基板２４の負極側コネクタ３１に挿入されて電気的に接続されている。これら
のコネクタ２９及び３１は、プリント配線基板２４に形成された配線３２及び３３を通し
て、保護回路２６に接続されている。
【０１６６】
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　サーミスタ２５は、単電池２１の温度を検出し、その検出信号は保護回路２６に送信さ
れる。保護回路２６は、所定の条件で保護回路２６と外部機器への通電用端子２７との間
のプラス側配線３４ａ及びマイナス側配線３４ｂを遮断できる。所定の条件とは、例えば
サーミスタ２５による検出温度が所定温度以上になったときである。また、所定の条件の
他の例は、単電池２１の過充電、過放電及び過電流等が検出された場合である。この過充
電等の検出は、個々の単電池２１もしくは組電池２３全体について行われる。個々の単電
池２１を検出する場合、電池電圧を検出してもよいし、又は正極電位若しくは負極電位を
検出してもよい。後者の場合、個々の単電池２１中に参照極として用いるリチウム電極が
挿入される。図７及び図８に示す電池パック２０の場合、単電池２１それぞれに電圧検出
のための配線３５を接続し、これら配線３５を通して検出信号が保護回路２６に送信され
る。
【０１６７】
　正極端子７及び負極端子６が突出する側面を除く組電池２３の三側面には、ゴムもしく
は樹脂からなる保護シート３６がそれぞれ配置されている。
【０１６８】
　組電池２３は、各保護シート３６及びプリント配線基板２４と共に収納容器３７内に収
納される。すなわち、収納容器３７の長辺方向の両方の内側面と短辺方向の内側面それぞ
れに保護シート３６が配置され、短辺方向の反対側の内側面にプリント配線基板２４が配
置される。組電池２３は、保護シート３６及びプリント配線基板２４で囲まれた空間内に
位置する。蓋３８は、収納容器３７の上面に取り付けられている。
【０１６９】
　なお、組電池２３の固定には粘着テープ２２に代えて、熱収縮テープを用いてもよい。
この場合、組電池の両側面に保護シートを配置し、熱収縮チューブを周回させた後、熱収
縮チューブを熱収縮させて組電池を結束させる。
【０１７０】
　図７及び図８では、複数の単電池２１を直列接続した形態を示したが、電池容量を増大
させるためには並列に接続してもよい。あるいは、直列接続と並列接続とを組合せてもよ
い。組み上がった電池パックをさらに直列又は並列に接続することもできる。
【０１７１】
　また、第３の実施形態に係る電池パックの態様は、用途により適宜変更される。第３の
実施形態に係る電池パックは、大電流を取り出したときにサイクル特性が優れていること
が要求される用途に好適に用いられる。具体的には、デジタルカメラの電源として、又は
、例えば二輪乃至四輪のハイブリッド電気自動車、二輪乃至四輪の電気自動車、及び、ア
シスト自転車の車載用電池として用いられる。特に、車載用電池として好適に用いられる
。
【０１７２】
　第３の実施形態に係る電池パックは、第２の実施形態に係る非水電解質電池を具備する
。その結果、第３の実施形態に係る電池パックは、優れた入出力特性及びサイクル特性を
示すことができる。
【０１７３】
　［実施例］
　以下、実施例に基づいて上記実施形態をさらに詳細に説明するが、本発明の主旨を超え
ない限り、本発明は以下に記載される実施例に限定されるものではない。
【０１７４】
　（実施例１）
　実施例１では、以下の手順により、実施例１の活物質を合成した。
【０１７５】
　まず、出発原料として、Ｔｉのモル濃度が１．２８ｍｏｌ／Ｌの硫酸チタニル希硫酸溶
液と、Ｎｂのモル濃度が０．５ｍｏｌ／Ｌの塩化ニオブのエタノール溶液と、Ｍｏのモル
濃度が０．５ｍоｌ／Ｌの塩化モリブデンのエタノール溶液とを準備した。
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【０１７６】
　次に、これらの溶液を混合し、水酸化物等の異物の析出が無い透明な混合溶液を得た。
混合は、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｍｏが１．０：２．１８：０．０５となるように行った。
【０１７７】
　次に、この混合溶液に撹拌しながらアンモニア水を滴下することで、溶液のｐＨを８に
調整した。アンモニア水の滴下により、混合溶液に白色沈殿物が生じた。この沈殿物を、
混合溶液から取出し、純水で洗浄し、濾過して回収した。次いで、このようにして回収し
た沈殿物を、８０℃のヒーターで乾燥させた。その後、遊星ボールミルにより、沈殿物の
凝集を解砕した。その後、この沈殿物に対して、９００℃で３０分にわたって、大気中の
条件で焼成を行った。この際、昇温速度は３０℃／分とした。その後、焼成によって得ら
れた生成物を遊星ボールミルにより粉砕して、粉末を得た。この粉末を、実施例１の活物
質とした。
【０１７８】
　実施例１の活物質を少量測り取り、酸溶解及びアルカリ溶解を実施して、測定溶液を調
製した。この測定溶液を用いて、ＩＣＰ分析（エスアイアイ・ナノテクノロジー（株）製
SPS-3520UV）を行い、実施例１の活物質についての単位重量当たりのＴｉ、Ｎｂ及びＭｏ
の各元素の物質量を算出した。一方、実施例１の活物質を更に少量測り取って更なる測定
溶液を調製し、これを不活性ガス-赤外吸収法（LECO社製TC-600）による分析に供するこ
とで、実施例１の活物質についての単位重量あたりのＯ元素の物質量を算出した。これら
の結果から、実施例１の活物質についての単位重量あたりに含まれる各構成元素のモル割
合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．０８６ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．９７６ａｔｍ％、Ｍｏ
＝０．０１２ａｔｍ％、Ｏ＝６９．９２６ａｔｍ％であることが分かった。
【０１７９】
　また、実施例１の活物質を粉末について、広角Ｘ線回折測定を実施した。スペクトルを
図９に示す。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（
ＰＤＦ：01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られた
スペクトルについて、解析ソフト「Rigaku PDXL2 ver.2.1」を用いて自動プロファイル処
理を実施することによりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群に属する単斜晶型
ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピークの半値幅より
、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した。その結果、実施
例１の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが３０．１ｎｍであることが分かった。
【０１８０】
　また、実施例１の活物質について、ＳＥＭ像を撮影した。装置は株式会社日立ハイテク
ノロジーズ社製ＳＵ－８０２０を用いた。具体的には、サンプル台にカーボンテープを貼
り、その上に面貌の先で採取した粉末を軽く載せた後圧着させ、エアーを吹きかけて余分
に乗った粉末を吹き飛ばすことで測定試料とした。観察条件は、加速電圧３ｋＶ、プロー
ブ条件１０μＡ、倍率２万倍の条件とした。代表的なＳＥＭ像を図１０に示す。このＳＥ
Ｍ像から、最もアスペクト比の高い一次粒子を選択した。アスペクト比は、一次粒子の最
も粒子径の短い方向の粒子径をＡとし、最も長い方向の粒子径をＢとした際の比Ｂ／Ａで
ある。図１０のＳＥＭ像において最もアスペクト比が高い粒子のアスペクト比は１．４０
であった。同様の操作を３０枚のＳＥＭ像を用いて実施し、これらの平均を、実施例１の
活物質が含む活物質粒子の一次粒子のアスペクト比として算出した(少数点第三位を四捨
五入して算出)。その結果、実施例１の活物質が含む活物質粒子の一次粒子のアスペクト
比は、１．５２であることが分かった。
【０１８１】
　（実施例２）
　実施例２では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｍｏを１．
０２：２．１３：０．１０としたこと以外は実施例１と同様の方法により、実施例２の活
物質を合成した。
【０１８２】



(24) JP 2016-177972 A 2016.10.6

10

20

30

40

50

　実施例２の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
【０１８３】
　また、実施例２の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
０１－０７７－１３７４）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られ
たスペクトルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／
ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰
属されるピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズ
を算出した。その結果、実施例２の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが、３２．１
ｎｍであることが分かった。
【０１８４】
　また、実施例２の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例２の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が１．５５であることが分かった。
【０１８５】
　（実施例３）
　実施例３では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｍｏを１．
０５：２．０７：０．１５としたこと以外は実施例１と同様の方法により、実施例３の活
物質を合成した。
【０１８６】
　実施例３の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．４３５ａｔｍ％、Ｎｂ＝１８．８８３
ａｔｍ％、Ｍｏ＝１．１１３ａｔｍ％、Ｏ＝６９．５６９ａｔｍ％であることが分かった
。
【０１８７】
　また、実施例３の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、実施例３の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが３８．９ｎｍであるこ
とが分かった。
【０１８８】
　また、実施例３の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例３の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が１．６３であることが分かった。
【０１８９】
　（実施例４）
　実施例４では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｍｏを１．
０５：２．０７：０．２０としたこと以外は実施例１と同様の方法により、実施例４の活
物質を合成した。
【０１９０】
　実施例４の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．３４８ａｔｍ％、Ｎｂ＝１８．７２５
ａｔｍ％、Ｍｏ＝１．９４ａｔｍ％、Ｏ＝６８．９８６ａｔｍ％であることが分かった。
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【０１９１】
　また、実施例４の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
０１－０７７－１３７４）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られ
たスペクトルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／
ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰
属されるピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いてにより結晶子サ
イズを算出した。その結果、実施例４の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが４２．
３ｎｍであることが分かった。
【０１９２】
　また、実施例４の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例４の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が１．７１であることが分かった。
【０１９３】
　（実施例５）
　実施例５では、焼成温度を８００℃としたこと以外は実施例２と同様の方法により、実
施例５の活物質を合成した。
【０１９４】
　実施例５の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
【０１９５】
　また、実施例５の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、実施例５の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが２０．６ｎｍであるこ
とが分かった。
【０１９６】
　また、実施例５の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例５の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が１．４２であることが分かった。
【０１９７】
　（実施例６）
　実施例６では、焼成温度を７００℃としたこと以外は実施例２と同様の方法により、実
施例６の活物質を合成した。
【０１９８】
　実施例６の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
【０１９９】
　また、実施例６の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
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ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、実施例６の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが１０．１ｎｍであるこ
とが分かった。
【０２００】
　また、実施例６の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例６の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が１．２１であることが分かった。
【０２０１】
　（実施例７）
　実施例７では、焼成の際の昇温速度を４０℃／分としたこと以外は実施例２と同様の方
法により、実施例７の活物質を合成した。
【０２０２】
　実施例７の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
　また、実施例７の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
０１－０７７－１３７４）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られ
たスペクトルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／
ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰
属されるピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズ
を算出した。その結果、実施例７の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが３０．２ｎ
ｍであることが分かった。
【０２０３】
　また、実施例７の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＲＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例７の活物質が含む活物
質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．２１であることが分かった。
【０２０４】
　（実施例８）
　実施例８では、焼成の際の昇温速度を２５℃／分としたこと以外は実施例２と同様の方
法により、実施例８の活物質を合成した。
【０２０５】
　実施例８の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
【０２０６】
　また、実施例８の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、実施例８の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが３２．６ｎｍであるこ
とが分かった。
【０２０７】
　また、実施例８の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例８の活物質が含む活物質
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粒子の一次粒子のアスペクト比が２．６５であることが分かった。
【０２０８】
　（実施例９）
　実施例９では、焼成の際の昇温速度を２０℃／分としたこと以外は実施例２と同様の方
法により、実施例９の活物質を合成した。
【０２０９】
　実施例９の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
【０２１０】
　また、実施例９の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、実施例９の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが２９．５ｎｍであるこ
とが分かった。
【０２１１】
　また、実施例９の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例９の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子の一次粒子のアスペクト比が３．８２であることが分かった。
【０２１２】
　（実施例１０）
　実施例１０では、以下の手順により、実施例１０の活物質を合成した。
【０２１３】
　まず、出発原料としてＴｉのモル濃度が１．２８ｍｏｌ／Ｌの硫酸チタニル希硫酸溶液
と、Ｎｂのモル濃度が０．５ｍｏｌ／Ｌの塩化ニオブのエタノール溶液と、Ｗのモル濃度
が０．５ｍоｌ／Ｌの塩化タングステンのエタノール溶液とを準備した。
【０２１４】
　次に、これらの溶液を混合し、水酸化物等の異物の析出が無い透明な混合溶液を得た。
混合は、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｗが１．０：２．１８：０．０２となるように行った。
【０２１５】
　次に、この混合溶液に攪拌しながらアンモニア水を滴下することで、溶液のｐＨを８に
調整した。アンモニア水の滴下により、混合溶液に白色沈殿物が生じた。この沈殿物を、
混合溶液から取出し、純水で洗浄し、濾過して回収した。次いで、このようにして回収し
た沈殿物を、８０℃のヒーターで乾燥させた。その後、遊星ボールミルにより、沈殿物の
凝集を解砕した。その後、この沈殿物に対して、９００℃で３０分にわたって、大気中の
条件で焼成を行った。この際、昇温速度は３０℃／分とした。その後、焼成によって得ら
れた生成物を遊星ボールミルにより粉砕して、粉末を得た。この粉末を実施例１０の活物
質とした。
【０２１６】
　実施例１０の活物質を少量測り取り、酸溶解及びアルカリ溶解を実施して、測定溶液を
調製した。この測定溶液を用いて、ＩＣＰ分析（エスアイアイ・ナノテクノロジー（株）
製SPS-3520UV）を行い、実施例１０の活物質についての単位重量当たりのＴｉ、Ｎｂ及び
Ｗの各元素の物質量を算出した。一方、実施例１０の活物質を更に少量測り取って更なる
測定溶液を調製し、これを不活性ガス-赤外吸収法（LECO社製TC-600）による分析に供す
ることで、実施例１０の活物質についての単位重量たたりのＯ元素の物質量を算出した。
これらの結果から、実施例１０の活物質についての単位重量あたりに含まれる各構成元素
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のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．０９ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．９７８ａｔｍ％
、Ｗ＝０．０１１ａｔｍ％、Ｏ＝６９．９２１ａｔｍ％であることが分かった。
【０２１７】
　また、実施例１０の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：０１－０７７－１３７４）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得ら
れたスペクトルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２
／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に
帰属されるピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイ
ズを算出した。その結果、実施例１０の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが２９．
５ｎｍであることが分かった。
【０２１８】
　また、実施例１０の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例１０の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．５８であることが分かった。
【０２１９】
　（実施例１１）
　実施例１１では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｗを１．
０４：２．１：０．０５としたこと以外は実施例１０と同様の方法により、実施例１１の
活物質を合成した。
【０２２０】
　実施例１１の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．４７ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．１６１
ａｔｍ％、Ｗ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９９ａｔｍ％であることが分かった。
【０２２１】
　また、実施例１１の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：０１－０７７－１３７４）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得ら
れたスペクトルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２
／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に
帰属されるピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて結晶子サイズ
を算出した。その結果、実施例１１の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが３１．９
ｎｍであることが分かった。
【０２２２】
　また、実施例１１の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例１１の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．６２であることが分かった。
【０２２３】
　（実施例１２）
　実施例１２では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｗを１．
０４：２．１：０．０５としたこと以外は実施例１０と同様の方法により、実施例１２の
活物質を合成した。
【０２２４】
　実施例１２の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．３６ａｔｍ％、Ｎｂ＝１８．７５２
ａｔｍ％、Ｗ＝１．８０ａｔｍ％、Ｏ＝６９．０８８ａｔｍ％であることが分かった。
【０２２５】
　また、実施例１２の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
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した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペク
トルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間
群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属される
ピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出し
た。その結果、実施例１２の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが３４．７ｎｍであ
ることが分かった。
【０２２６】
　また、実施例１２の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例１２の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．８３であることが分かった。
【０２２７】
　（実施例１３）
　実施例１３では、以下の手順により、実施例１３の活物質を合成した。
【０２２８】
　まず、出発原料としてＴｉのモル濃度が１．２８ｍｏｌ／Ｌの硫酸チタニル希硫酸溶液
と、Ｎｂのモル濃度が０．５ｍｏｌ／Ｌの塩化ニオブのエタノール溶液と、Ｖのモル濃度
が０．５ｍоｌ／Ｌの三塩化酸化バナジウムのエタノール溶液とを準備した。
【０２２９】
　次に、これらの溶液を混合し、水酸化物等の異物の析出が無い混合溶液を得た。混合は
、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｖが１．０：２．１５：０．０６となるように行った。
【０２３０】
　次に、攪拌しながら、この混合溶液にアンモニア水を滴下することで、溶液のｐＨを８
に調整した。アンモニア水の滴下により、混合溶液に白色沈殿物が生じた。
【０２３１】
　なお、出発原料である三塩化酸化バナジウムは水との反応性が高いことから、以上に説
明した出発原料の混合から白色沈殿の生成までは、－３０℃ｄｐの露点状況下で実施した
。
【０２３２】
　この沈殿物を、混合溶液から取出し、純水で洗浄し、濾過して回収した。次いで、この
ようにして得られた沈殿物を８０℃のヒーターで乾燥させた。その後、遊星ボールミルに
より、沈殿物の凝集を解砕した。その後、この沈殿物に対して、９００℃で３０分にわた
って、大気中の条件で焼成を行った。この際、昇温速度３０℃／分とした。その後、焼成
によって得られた生成物を、遊星ボールミルにより粉砕して、粉末を得た。この粉末を実
施例１３の活物質とした。
【０２３３】
　実施例１３の活物質を少量測り取り、酸溶解及びアルカリ溶解を実施して、測定溶液を
調製した。この測定溶液を用いて、ＩＣＰ分析（エスアイアイ・ナノテクノロジー（株）
製SPS-3520UV）を行い、実施例１３の活物質についての単位重量当たりのＴｉ、Ｎｂ及び
Ｗの各元素の物質量を算出した。一方、実施例１３の活物質を更に少量測り取って更なる
測定溶液を調製し、これを不活性ガス-赤外吸収法（LECO社製TC-600）による分析に供す
ることで、実施例１３の活物質についての単位重量たたりのＯ元素の物質量を算出した。
これらの結果から、実施例１３の活物質についての単位重量あたりに含まれる各構成元素
のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝９．９９ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．９８７ａｔｍ％、
Ｖ＝０．０１３ａｔｍ％、Ｏ＝７０．０１ａｔｍ％であることが分かった。
【０２３４】
　また、実施例１３の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：０１－０７７－１３７４）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得ら
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れたスペクトルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２
／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に
帰属されるピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイ
ズを算出した。その結果、実施例１３の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが３１．
６ｎｍであることが分かった。
【０２３５】
　また、実施例１３の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例１３の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．３２であることが分かった。
【０２３６】
　（実施例１４）
　実施例１４では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｖを１．
０：２．１２：０．１０としたこと以外は実施例１３と同様の方法により、実施例１４の
活物質を合成した。
【０２３７】
　実施例１４の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．０２ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．４ａｔ
ｍ％、Ｖ＝０．６０ａｔｍ％、Ｏ＝６９．９８ａｔｍ％であることが分かった。
【０２３８】
　また、実施例１４の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペク
トルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間
群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属される
ピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出し
た。その結果、実施例１４の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが３３．３ｎｍであ
ることが分かった。
【０２３９】
　また、実施例１４の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例１４の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．４４であることが分かった。
【０２４０】
　（実施例１５）
　実施例１５では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｖを１．
０：２．０：０．１５としたこと以外は実施例１３と同様の方法により、実施例１５の活
物質を合成した。
【０２４１】
　実施例１５の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝９．９０７ａｔｍ％、Ｎｂ＝１８．８２３
ａｔｍ％、Ｖ＝１．９２２ａｔｍ％、Ｏ＝６９．３４８ａｔｍ％であることが分かった。
【０２４２】
　また、実施例１５の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペク
トルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間
群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属される
ピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出し
た。その結果、実施例１５の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが４３．１ｎｍであ
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ることが分かった。
【０２４３】
　また、実施例１５の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、実施例１５の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．５９であることが分かった。
【０２４４】
　（比較例１）
　比較例１では、以下に説明する固相法により、比較例１の活物質であるＴｉＮｂ2Ｏ7を
合成した。
【０２４５】
　まず、酸化チタンの粉末、酸化ニオブの粉末及び酸化モリブデンの粉末を準備した。こ
れらの粉末をモル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｍｏが１．０５：1．９：０．０８となるように秤量し
た。これらの粉末を遊星ボールミルにより湿式混合して、混合物を得た。溶媒としてはエ
タノールを用いた。得られた混合物を、取り出して、８０℃のヒーターで乾燥させて、混
合物から溶媒を蒸発させた。その後、混合物を、大気雰囲気下で、１０００℃で１２時間
にわたり、仮焼成に供した。次いで、仮焼成物を自然冷却した。その後、仮焼成物を、再
度、遊星ボールミルに入れ、粉砕及び混合に供し、前駆体を得た。この前駆体を、１００
０℃で１２時間にわたって熱処理に供した。その後、焼成物を、再度遊星ボールミルで粉
砕し、粗粒を解砕した。かくして、比較例１の活物質の粉末を得た。
【０２４６】
　比較例１の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．４９８ａｔｍ％、Ｎｂ＝１８．９９６
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．５２０ａｔｍ％、Ｏ＝６９．９８６ａｔｍ％であることが分かった
。
【０２４７】
　また、比較例１の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルを図１１に示す。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜
晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを
確認した。得られたスペクトルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを
実施した。Ｃ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の
（１１０）面に帰属されるピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用い
て、結晶子サイズを算出した。その結果、比較例１の活物質が含む活物質粒子の結晶子サ
イズが８５．３ｎｍであることが分かった。
【０２４８】
　また、比較例１の活物質について、観察倍率を５０００倍としたこと以外は実施例１と
同様にして、３０枚のＳＥＭ像を撮影した。代表的なＳＥＭ像を図１２に示す。ここから
、最も粒子径が大きな一次粒子を選択し、アスペクト比を算出したところ、４．１３であ
った。同様の操作を３０枚のＳＥＭ像を用いて実施し、これらの平均を、比較例１の活物
質が含む活物質粒子の一次粒子のアスペクト比として算出した(少数点第三位を四捨五入
して算出)。その結果、比較例１の活物質が含む活物質粒子の一次粒子のアスペクト比が
４．５０であることが分かった。
【０２４９】
　（比較例２）
　比較例２では、酸化モリブデン粉末の代わりに酸化タングステン粉末を使用したこと、
酸化チタンの粉末と、酸化ニオブの粉末と、酸化タングステンの粉末とをモル比Ｔｉ：Ｎ
ｂ：Ｗが１．０５：１．９：０．０５となるように秤量したこと以外は比較例１と同様の
方法により、比較例２の活物質を合成した。
【０２５０】
　比較例２の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
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成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．５０８ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．０２ａ
ｔｍ％、Ｗ＝０．４９０ａｔｍ％、Ｏ＝６９．９８２ａｔｍ％であることが分かった。
【０２５１】
　また、比較例２の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、比較例２の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが９０．５ｎｍであるこ
とが分かった。
【０２５２】
　また、比較例２の活物質について、比較例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例２の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が４．２３であることが分かった。
【０２５３】
　（比較例３）
　比較例３では、酸化モリブデンの粉末の代わりに酸化バナジウムの粉末を使用したこと
、及び酸化チタンの粉末と、酸化ニオブの粉末と、酸化タバナジウムの粉末とをモル比Ｔ
ｉ：Ｎｂ：Ｖが１．０：1．９５：０．１０となるように秤量したこと以外は比較例１と
同様の方法により、比較例３の活物質を合成した。
【０２５４】
　比較例３の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝９．９６８ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．４９ａｔ
ｍ％、Ｖ＝０．５１０ａｔｍ％、Ｏ＝７０．０３２ａｔｍ％であることが分かった。
【０２５５】
　また、比較例３の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、比較例３の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが８８．９ｎｍであるこ
とが分かった。
【０２５６】
　また、比較例３の活物質について、比較例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例３の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が４．８１であることが分かった。
【０２５７】
　（比較例４）
　比較例４では、焼成温度を１０００℃としたこと以外は、実施例２と同様の方法により
活物質を合成した。
【０２５８】
　比較例４の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
【０２５９】
　また、比較例４の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
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た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、比較例４の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが９２．１ｎｍであるこ
とが分かった。
【０２６０】
　また、比較例４の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例４の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が３．８４であることが分かった。
【０２６１】
　（比較例５）
　比較例５では、焼成温度を６００℃としたこと以外は実施例２と同様の方法により、比
較例５の活物質を合成した。
【０２６２】
　比較例５の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
【０２６３】
　また、比較例５の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、比較例５の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが４．８４ｎｍであるこ
とが分かった。
【０２６４】
　また、比較例５の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例５の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が１．１２であることが分かった。
【０２６５】
　（比較例６）
　比較例６では、焼成の際の昇温温度を５℃／分としたこと以外は実施例２と同様の方法
により、比較例６の活物質を合成した。
【０２６６】
　比較例６の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
【０２６７】
　また、比較例６の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、比較例６の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが５６．１ｎｍであるこ
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とが分かった。
【０２６８】
　また、比較例６の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例６の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が４．２１であることが分かった。
【０２６９】
　（比較例７）
　比較例７では、焼成の際の昇温温度を５℃／分としたこと、及び焼成温度を１０００℃
／分としたこと以外は実施例２と同様の方法により、比較例７の活物質を合成した。
【０２７０】
　比較例７の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．２６１ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５８７
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．８９２ａｔｍ％であることが分かった。
【０２７１】
　また、比較例７の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、比較例７の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが８５．４ｎｍであるこ
とが分かった。
【０２７２】
　また、比較例７の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例７の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が４．８８であることが分かった。
【０２７３】
　（比較例８）
　実施例８では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｍｏを１．
０３：２．０２：０．４としたこと以外は実施例１と同様の方法により、比較例８の活物
質を合成した。
【０２７４】
　比較例８の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各構
成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．３２７ａｔｍ％、Ｎｂ＝１８．６８６
ａｔｍ％、Ｍｏ＝０．２１４ａｔｍ％、Ｏ＝６８．８４３ａｔｍ％であることが分かった
。
【０２７５】
　また、比較例８の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルのピークの一部はＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤ
Ｆ：01-077-1374）と一致した。しかしながら、異相のピークが確認された。得られたス
ペクトルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの
空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属さ
れるピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算
出した。その結果、比較例８の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが５１．５ｎｍで
あることが分かった。
【０２７６】
　また、比較例８の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
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数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例８の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が１．９６であることが分かった。
【０２７７】
　（比較例９）
　比較例９では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｍｏを１．
０３：２．０２：０．０３としたこと以外は実施例１と同様の方法により、比較例９の活
物質を合成した。
【０２７８】
　得比較例９の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．０ａｔｍ％、Ｎｂ＝２０．０ａｔｍ
％、Ｍｏ＝０．００６ａｔｍ％、Ｏ＝６９．９９４％となった。
【０２７９】
　また、比較例９の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施し
た。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：
01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペクト
ルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間群
に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属されるピ
ークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出した
。その結果、比較例９の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが２９．９ｎｍであるこ
とが分かった。
【０２８０】
　また、比較例９の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像を
撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(少
数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例９の活物質が含む活物質
粒子の一次粒子のアスペクト比が１．２１であることが分かった。
【０２８１】
　（比較例１０）
　比較例１０では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｗを１．
０：２．１：０．４としたこと以外は実施例１０と同様の方法により、比較例１０の活物
質を合成した。
【０２８２】
　比較例１０の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．３３９ａｔｍ％、Ｎｂ＝１８．７０
８ａｔｍ％、Ｗ＝２．０２８ａｔｍ％、Ｏ＝６８．９２５ａｔｍ％であることが分かった
。
【０２８３】
　また、比較例１０の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルのピークの一部はＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（Ｐ
ＤＦ：01-077-1374）と一致した。しかしながら、異相のピークが確認された。得られた
スペクトルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍ
の空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属
されるピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを
算出した。その結果、比較例１０の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが５０．９ｎ
ｍであることが分かった。
【０２８４】
　また、比較例１０の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例１０の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．７７であることが分かった。
【０２８５】
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　（比較例１１）
　比較例１１では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｗを１．
０：２．１５：０．１としたこと以外は実施例１０と同様の方法により、比較例１１の活
物質を合成した。
【０２８６】
　比較例１１の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝９．９９９ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．９９８
ａｔｍ％、Ｗ＝０．００８ａｔｍ％、Ｏ＝６９．９９４ａｔｍ％であることが分かった。
【０２８７】
　また、比較例１１の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペク
トルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間
群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属される
ピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出し
た。その結果、比較例１１の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが２８．４ｎｍであ
ることが分かった。
【０２８８】
　また、比較例１１の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例１１の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．１５であることが分かった。
【０２８９】
　（比較例１２）
　比較例１２では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｖを１．
０：２．１５：０．４としたこと以外は実施例１３と同様の方法により、比較例１２の活
物質を合成した。
【０２９０】
　比較例１２の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝９．７９８ａｔｍ％、Ｎｂ＝１９．５９６
ａｔｍ％、Ｖ＝２．０１８ａｔｍ％、Ｏ＝６８．５８７ａｔｍ％となった。
【０２９１】
　また、比較例１２の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペク
トルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間
群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属される
ピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出し
た。その結果、比較例１２の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが５６．８ｎｍであ
ることが分かった。
【０２９２】
　また、比較例１２の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例１２の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．８２であることが分かった。
【０２９３】
　（比較例１３）
　比較例１３では、出発原料を混合して混合溶液を得る際、モル比Ｔｉ：Ｎｂ：Ｖを１．
０：２．１５：０．０３としたこと以外は実施例１３と同様の方法により、比較例１３の
活物質を合成した。
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【０２９４】
　比較例１３の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．０ａｔｍ％、Ｎｂ＝２０．０ａｔｍ
％、Ｖ＝０．００３ａｔｍ％、Ｏ＝６９．９９７ａｔｍ％であることが分かった。
【０２９５】
　また、比較例１３の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペク
トルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間
群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属される
ピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出し
た。その結果、比較例１３の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが２８．９ｎｍであ
ることが分かった。
【０２９６】
　また、比較例１３の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例１３の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．１１であることが分かった。
【０２９７】
　（比較例１４）
　比較例１４では、出発原料として塩化モリブデンのエタノール溶液を用いなかったこと
と、出発原料の混合の際に、モル比Ｔｉ：Ｎｂを１．０：２．１５としたこと以外は実施
例１と同様の方法により、比較例１４の活物質を合成した。
【０２９８】
　比較例１４の活物質について、実施例１と同様の方法で、単位重量あたりに含まれる各
構成元素のモル割合を算出したところ、Ｔｉ＝１０．０ａｔｍ％、Ｎｂ＝２０．０ａｔｍ
％、Ｏ＝７０．０ａｔｍ％となった。
【０２９９】
　また、比較例１４の活物質について、実施例１と同様にして、広角Ｘ線回折測定を実施
した。スペクトルの全ピークはＣ２／ｍの空間群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ
：01-077-1374）と一致し、異相のピークが見られないことを確認した。得られたスペク
トルについて、実施例１と同様の方法によりフィッティングを実施した。Ｃ２／ｍの空間
群に属する単斜晶型ＴｉＮｂ2Ｏ7（ＰＤＦ：01-077-1374）の（１１０）面に帰属される
ピークの半値幅より、先に説明したようにシェラーの式を用いて、結晶子サイズを算出し
た。その結果、比較例１４の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズが２０．１ｎｍであ
ることが分かった。
【０３００】
　また、比較例１４の活物質について、実施例１と同様の観察条件で、３０枚のＳＥＭ像
を撮影した。これらのＳＥＭ像から、実施例１と同様の方法により、平均アスペクト比(
少数点第三位を四捨五入して算出)を導出した。その結果、比較例１４の活物質が含む活
物質粒子の一次粒子のアスペクト比が１．２１であることが分かった。
【０３０１】
　［試験用電池の作製］
　以上のようにして合成した各活物質を用いて、以下の手順に従い、実施例１～１５及び
比較例１～１４の各試験用電池を作製した。なお、以下では、実施例１の試験用電池の作
製手順を例に挙げて説明するが、他の試験用電池も同じ手順で作製した。
【０３０２】
　＜負極の作製＞
　実施例１の活物質１００質量％、導電助剤としてのアセチレンブラック１０質量％及び
カーボンナノファイバー１０質量％、結着剤としてのポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）
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１０質量％を分散溶媒としてのＮ‐メチルピロリドン（ＮＭＰ）に加えて混合することに
よって、スラリーを調製した。このスラリーを、厚さ１２μｍのアルミニウム箔からなる
集電体の両面に塗布した。この際、集電体の一部には、スラリーを塗布しなかった。次に
、塗膜を乾燥させ、次いでプレスした。かくして実施例１の電極を作製した。電極目付は
６０±２ｇ／ｍ2（集電体含まず）とした。実施例１の負極は、負極集電体と、それに担
持された負極層とを具備していた。また、負極集電体は、表面に負極層を担持していない
負極タブを含んでいた。
【０３０３】
　＜正極の作製＞
　正極活物質としてのＬｉＮｉ0.5Ｃｏ0.2Ｍｎ0.3Ｏ2粉末１００質量％、導電助剤として
のアセチレンブラック１０質量％及びカーボンナノファイバー１０質量％、結着剤として
のポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）１０質量％をＮ‐メチルピロリドン（ＮＭＰ）を加
えて混合することによって、スラリーを調製した。このスラリーを、厚さ１２μｍのアル
ミニウム箔からなる集電体の両面に塗布した。この際、集電体の一部には、スラリーを塗
布しなかった。次に、塗膜を乾燥させ、次いでプレスした。かくして、正極を作製した。
正極の目付（ｇ／ｍ2）（集電体含まず）は、正極充電容量Ａ（ｍＡｈ/ｇ）の負極充電容
量Ｂ（ｍＡｈ/ｇ）に対する比がＡ／Ｂ＝１．０±０．０５となるように調整をした。作
製した正極は、正極集電体と、それに担持された正極層とを具備していた。また、正極集
電体は、表面に正極層を担持していない正極タブを含んでいた。
【０３０４】
　＜電極群の作製＞
　以上のようにして作製した負極及び正極を用いて、以下の手順で、図１３に示す電極群
を作製した。なお、図１３に示す電極群は、実施例１の試験用電池の電極群の一部である
。
【０３０５】
　まず、帯状のセルロースセパレータ４を準備した。このセパレータ４を、図１３に示す
ように九十九折りにした。次に、九十九折りしたセパレータ４の最上層に、一枚の負極３
を積層した。次いで、セパレータ４が向き合って形成された空間に、正極５及び負極３を
交互に挿入した。ここで、正極集電体５ａの正極タブ５ｃと負極集電体３ａの負極タブ３
ｃとは、セパレータ４から同じ方向に突出するようにした。また、図１３に示すように、
負極３、セパレータ４、及び正極５の積層方向において、正極タブ５ｃ同士及び負極タブ
３ｃ同士は重なり合い、正極タブ５ｃと負極タブ３ｃとは重なり合わないようにした。
【０３０６】
　次に、重なり合った複数の負極タブ３ｃを互いに溶接すると共に、これらを負極端子に
接続した。同様に、重なり合った複数の正極タブ５ｃを互いに溶接すると共に、これらを
正極端子に接続した。
【０３０７】
　＜非水電解質の調製＞
　プロピレンカーボネート：ジエチルカーボネートの体積割合が１：２である混合溶媒に
、ＬｉＰＦ6を１Ｍの濃度で溶解させた。かくして、非水電解質を調製した。
【０３０８】
　＜電池の作製＞
　先のようにして得られた電極群２を、ラミネートフィルムの外装部材に収納した。この
際、負極端子及び正極端子が外装部材の外側に延出するようにした。次に、ラミネートフ
ィルムの周囲を一部を残して溶接した。次に、ラミネートフィルムの溶接しなかった部分
（注液孔）を通して、外装部材内に先に調製した非水電解質を入れた。次に、注液孔を溶
接して、容量が１．０Ａｈである実施例１の非水電解質電池を作製した。
【０３０９】
　［試験］
　以上のように作製した各電池について、以下の手順で、レート試験及びサイクル試験を
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【０３１０】
　（レート試験）
　まず、各電池を、１Ｃのレートで電池電圧が３．０Ｖに達するまで定電流充電し、次い
で３．０Ｖの定電圧充電で電流値が０．０５Ｃとなるまで充電した。次に、この電池を０
．２Ｃのレートで電池電圧が１．５Ｖに達するまで放電した。この放電で得られた放電量
を０．２Ｃ放電量として記録した。
【０３１１】
　次に、各電池を、１Ｃのレートで電池電圧が３．０Ｖに達するまで定電流充電し、次い
で３．０Ｖの定電圧充電で電流値が０．０５Ｃとなるまで充電した。次に、この電池を５
Ｃのレートで電池電圧が１．５Ｖに達するまで放電した。この放電で得られた放電量を５
Ｃ放電量として記録した。
【０３１２】
　各電池の５Ｃ放電量の０．２Ｃ放電量に対する比を、レート特性の指標としての５Ｃ／
０．２Ｃ容量比として算出した。
【０３１３】
　（サイクル試験）
　レート試験後、各電池を以下の手順でサイクル試験に供した。まず、各電池を１Ｃのレ
ートで電池電圧が３．０Ｖに達するまで定電流充電し、次いで３．０Ｖの定電圧充電で電
流値が０．０５Ｃとなるまで充電した。次に、電池を２５℃高温槽で静置した。次に、こ
の電池を５Ｃのレートで電池電圧が１．５Ｖに達するまで放電した。以上の充電－静止－
放電を１サイクルとした。サイクルの合間には、１０分間の静置を行った。サイクル試験
では、以上のサイクルを１０００サイクル行った。また、サイクル試験は温度２５℃で一
定の条件下で行った。
【０３１４】
　１０００サイクル目の放電によって放電できた放電量の１サイクル目の放電によって放
電できた放電量に対する比を、サイクル寿命特性の指標としてのサイクル容量維持率とし
て算出した。
【０３１５】
　［結果］
　まず、各実施例及び各比較例における活物質の合成条件を、以下の表１にまとめる。
【０３１６】
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【表１】

【０３１７】
　次に、各実施例及び各比較例の活物質が含む活物質粒子の結晶子サイズ及び一次粒子の
アスペクト比、並びに各実施例及び各比較例の試験用電池の５Ｃ／０．２Ｃ容量比及びサ
イクル容量維持率を、以下の表２にまとめる。
【０３１８】
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【表２】

【０３１９】
　［考察］
　まず、実施例１～１８は全て液相合成により活物質を合成した例である。一方、比較例
１～３は固相合成で活物質を合成した例である。比較例１～３の固相合成では、長時間の
焼成を必要とした。そのため、比較例１～３の活物質粒子は、表１から明らかなように、
結晶子サイズ及び一次粒子のアスペクト比が大きかった。実際、図１２に示した比較例１
の活物質についての代表的なＳＥＭ像から明らかなように、比較例１の活物質は、スケー
ルを付けたアスペクト比の大きな活物質粒子を含んでいた。一方、実施例１～１８では、
焼成の際の昇温速度を２０℃／分以上とした。液相法による合成により、Ｍｏ、Ｖ及びＷ
からなる群より選択される少なくとも１種の元素を含む化合物を焼結助剤として用いても
、結晶子サイズ及び一次粒子のアスペクト比が増大することを抑制することができた。こ
のため、実施例１～１８の試験用電池は、負極における活物質中のＬｉの拡散距離の増加
を抑制することができ、その結果、５Ｃ／０．２Ｃ容量比及びサイクル容量維持率が、比
較例１～３のそれらよりも改善されていた。
【０３２０】
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　また、実施例１～４、並びに比較例８及び９では、添加元素をＭｏとし、ニオブチタン
複合酸化物における添加元素の含有量を変化させている。表２に示したこれらの結果から
、ニオブチタン複合酸化物におけるＭｏの含有量が０．０１ａｔｏｍ％以上２ａｔｏｍ％
以下の範囲内にある実施例１～４の試験用電池は、Ｍｏの含有量が多過ぎる比較例８の試
験用電池及びＭｏの含有量が少な過ぎる比較例９の試験用電池よりも、５Ｃ／０．２Ｃ容
量比及びサイクル容量維持率が改善されていることがわかる。これは、実施例１～４の活
物質では、焼成の際に焼結助剤としてＭｏを含む化合物を含ませて、Ｎｂ及び／又はＴｉ
の一部がＭｏ元素に置換されたニオブチタン複合酸化物を合成したが、表２に示したよう
に結晶子サイズ及び一次粒子のアスペクト比の増大を抑制することができたことによる結
果である。
【０３２１】
　一方、比較例８の活物質では、ニオブチタン複合酸化物におけるＭｏの含有量が２．０
０ａｔｍ％を越えており、これはニオブチタン複合酸化物におけるＭｏの固溶限界量を超
えたと考えられる。そのため、比較例８の活物質が含むニオブチタン複合酸化物の活物質
粒子は、異相が活物質中に多く残留する状態であった。このことは、比較例８の活物質に
ついての広角Ｘ線回折測定結果からも裏付けられている。このように異相を含む活物質粒
子を含んだ比較例８の活物質では、Ｌｉの吸蔵及び放出の際の体積膨張及び収縮に伴う応
力によって活物質の割れが発生したため、サイクル特性が低下したと考えられる。
【０３２２】
　また、比較例９の活物質では、ニオブチタン複合酸化物におけるＭｏの含有量が０．０
１ａｔｍ％を下回っており、焼結助剤としてのＭｏの存在量が少なかったと考えられる。
そのため、比較例９の活物質では、焼成の際に緻密化が十分に進行せず、十分な結晶性を
有する相を得ることができなかったと考えられる。そのせいで、比較例９の試験用電池は
、レート特性及びサイクル寿命特性に劣っていたと考えられる。
【０３２３】
　実施例１０～１２並びに比較例１０及び１１の結果から、添加元素をＷにした場合もＭ
ｏと同様の傾向があることが分かる。また、実施例１３～１５並びに比較例１２及び１３
の結果から、添加元素をＶにした場合もＭｏと同様の傾向があることが分かる。
【０３２４】
　比較例１４の活物質は、出発原料に、Ｍｏ、Ｗ及びＶの何れも添加せずに合成したもの
である。比較例１４の活物質は、焼結助剤となる原料を用いずに合成したために、焼成温
度が９００℃にもかかわらず結晶性が低かった。このため、比較例１４の試験用電池は、
比較例１４の活物質においてバルクのＬｉの拡散が阻害されてしまい、実施例１の試験用
電池よりも、５Ｃ／０．２Ｃ容量比及びサイクル容量維持率が低かったと考えられる。
【０３２５】
　実施例５及び６並びに比較例４及び５では、実施例１から焼成温度を変化させた。実施
例５及び６では、出発原料にＭｏを含む化合物を含ませることにより、この化合物が焼結
助剤として働いた。そのため、実施例５及び６の活物質は焼成温度をそれぞれ８００℃及
び７００℃まで下げて合成したが、実施例５及び６の試験用電池は、実施例１のそれに比
べて、５Ｃ／０．２Ｃ容量比及びサイクル容量維持率は下がらなかった。一方、焼成温度
が１０００℃を超えた比較例４では、得られた活物質粒子の結晶子サイズが大きくなり過
ぎていたため、活物質粒子におけるＬｉの拡散距離が増加し、その結果、比較例４の試験
用電池のレート特性が低下したと考えられる。一方、比較例５の活物質は、焼成温度が低
過ぎたために、得られた活物質粒子の結晶子サイズが小さ過ぎたと考えられる。比較例５
の活物質は、活物質粒子の結晶子サイズが小さ過ぎたために活物質界面の影響によりＬｉ
吸蔵サイトが不安定となり、さらには副反応が増加したと考えられる。これらのせいで、
比較例５の試験用電池はサイクル特性に乏しかったと考えられる。
【０３２６】
　実施例７～９並びに比較例６及び７は、実施例１から昇温速度を変化させた例である。
比較例６及び７の活物質は、焼成の際の昇温速度が低過ぎたため、得られた活物質粒子の
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負極における活物質中のＬｉの拡散距離が増加したと考えられる。その結果、比較例６及
び７の試験用電池は、サイクル特性が乏しかったと考えらえる。
【０３２７】
　以上に説明した少なくとも１つの実施形態及び実施例によると、電池用活物質が提供さ
れる。この電池用活物質は、単斜晶型ニオブチタン複合酸化物の活物質粒子を含む。単斜
晶型ニオブチタン複合酸化物は、Ｍｏ、Ｖ及びＷからなる群より選択される少なくとも１
種の元素を含む。単斜晶型ニオブチタン複合酸化物におけるＭｏ、Ｖ及びＷからなる群よ
り選択される少なくとも１種の元素の含有量は、０．０１ａｔｍ％以上２ａｔｍ％以下の
範囲内にある。活物質粒子は、一次粒子のアスペクト比が１以上４未満の範囲内にある。
活物質粒子の結晶子サイズは５ｎｍ以上９０ｎｍ以下の範囲内にある。この電池用活物質
は、結晶成長の際の活物質粒子内のＬｉ固体内拡散距離の増加が抑えられているので、非
水電解質電池に組み込んで使用した際、充電時の過電圧の発生や還元側での副反応を抑え
ることができる。その結果、この電池用活物質は、入出力特性及びサイクル特性に優れた
非水電解質電池を実現することができる。
【０３２８】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や
要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
。
【符号の説明】
【０３２９】
　１及び１１…電極群、２及び１２…外装部材、３及び１４…負極、３ａ及び１４ａ…負
極集電体、３ｂ及び１４ｂ…負極材料層、３ｃ…負極タブ、４及び１５…セパレータ、５
及び１３…正極、５ａ及び１３ａ…正極集電体、５ｂ及び１３ｂ…正極材料層、５ｃ…正
極タブ、６、１６…負極端子、７、１７…正極端子、１０…非水電解質電池、２０…電池
パック、２２…粘着テープ、２３…組電池、２４…プリント配線基板、２５…サーミスタ
、２６…保護回路、２７…通電用端子、２８…正極側リード、２９…正極側コネクタ、３
０…負極側リード、３１…負極側コネクタ、３２及び３３…配線、３４ａ…プラス側配線
、３４ｂ…マイナス側配線、３５…電圧検出のための配線、３６…保護シート、３７…収
納容器、３８…蓋、１０１…金属イオン、１０２…酸化物イオン、１０３…骨格構造部分
、１０４…空隙部分、１０５、１０６…領域、１０７…空隙部分。
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